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巻 頭 言

　日立製作所 東北支社長の西山重憲です。
　平素より、東北地域の皆さまには格別のご支
援とご厚情を賜り、心より御礼申し上げます。
私はこれまで、社会インフラ、製造、デジタル
の各分野において、多くの「現場＝フロントラ
イン」に寄り添いながら仕事に携わってまいり
ました。東北に赴任して以降、地域の産業や暮
らしを支える現場の力、そして困難な状況にお
いても誠実にやり抜く人の姿勢に触れ、改めて
東北が持つ大きな可能性を実感しております。
　さて、東日本大震災から十五年という節目を
迎えました。未曾有の災害を経験した東北は、
復旧・復興の過程を通じて、エネルギー、交通、
医療、防災といった社会インフラの重要性、そ
してそれらを日々支え続けてきた現場の尊さを
世界に示してきたものと受け止めております。
その歩みは、単なる復旧にとどまらず、より強
く、しなやかな地域社会を築くための挑戦でも
あったのではないでしょうか。
　一方で現在、人口減少や労働力不足といった
課題が、地域にとって身近な経営テーマとなり
つつあります。こうした状況に向き合っていく
ためには、現場を起点とした持続的な取り組み
が重要だと考えています。
　こうした中、生成 AI や AI エージェント、更
にはフィジカル AI の急速な進展は、地域社会に

とって大きな転機となりつつあります。世界で
は、AI が単なる業務効率化の道具ではなく、現
場で働く人の判断や行動を支援し、価値創出を
後押しする存在として活用され始めています。
　重要なのは、デジタル技術が人に取って代わ
るのではなく、人の経験や知恵を引き出し、補
完し、より安全で創造的な仕事へと導くことで
す。特に東北のように、広大な面積で多種多様
な業務を支えている地域では、こうした視点が
より重要になってくると感じています。
　日立は、この考え方を「ハーモナイズド・ソ
サエティ（調和する社会）」という事業方針の中
核に据えています。環境・幸福・経済成長、そ
してデジタルが調和する社会の実現に向け、私
たちはフロントラインワーカーへの支援はとり
わけ重要であると考えています。
　製造現場、物流、医療・介護、エネルギー、自
治体業務など、東北の産業と暮らしを支える現
場では、熟練人財の減少や業務負荷の増大が深
刻化しています。現場で働く一人ひとりが安心
して力を発揮できる環境づくりこそが、地域の
競争力の源泉になると考えています。
　日立では Lumada を基盤としたデータ活用

（図1）と、HMAX ※に代表される AI 技術を組
み合わせ、現場で「使える」ソリューションを提
供しています。例えば、AI による作業手順の

東北の現場力を“経営の強み ”に変える
―�フロントライン起点のAI 活用と協創の時代へ―
　　　　　　　　　　株式会社日立製作所　東北支社長
� 西山　重憲
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ガイダンスや帳票作成の自動化は、現場の負担
を軽減しながら品質のばらつきを抑えることに
寄与しています。また、設備の予兆保全や遠隔
支援は、突発的なトラブルを未然に防ぎ、少人
数でも安定した運用を可能にします。これらの
取り組みは、フロントラインワーカーの安全性
と生産性を高めると同時に、現場の知見をデー
タとして蓄積し、次の世代へと継承していく仕
組みづくりにもつながります。
　これらの AI 活用を支える基盤として、デー
タセンタの高度化と地域での活用も重要なテー
マです。生成 AI の活用が進む中で、データを
安全かつ安定的に処理するデータセンタは、電
力や交通と同様に、社会を支える重要なインフ
ラとなりつつあります。冷涼な気候や再生可能
エネルギーのポテンシャルを持つ東北は、デー
タセンタの立地・運用において大きな可能性を
有しています。
　日立は、省エネルギー技術や再生可能エネル
ギーとの連携、災害に強いレジリエンス設計を

取り入れたデータセンタの構築を通じ、東北地
域におけるデジタル基盤の強化に取り組んでい
ます。これにより、地域の企業や自治体が安心
して AI を活用できる環境を整え、現場課題の
解決に貢献してまいります。
　人口減少による労働力不足という避けられな
い現実に対し、私たちは「人が主役であり続ける」
解決策を提供したいと考えています。AI とデー
タセンタを活用し、フロントラインワーカー一
人ひとりの力を最大限に引き出すことが、地域
経済の持続的成長と、次の世代へ誇れる東北の
未来につながるものと考えております。
　結びに、東北の企業、自治体、大学、関係機関
の皆さまと協創を深めながら、地域課題の解決
と新たな価値創出に共に挑戦していきたいと存
じます。現場から始まる変革を、東北から全国、
そして世界へ。日立はこれからも、皆さまと共
に歩み、成長し続けてまいります。
※ �HMAX:「Hyper Mobility Asset Expert」の略称

図1：フロントラインワーカーをサポートする日立の Lumada 事業の一例（コンセプト）
　　  �設備データやドメインナレッジをデータ化して、AI 技術で分析し、お客さま業務を支援するデ

ジタルサービス
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特 集

　日本の総人口が減少を続ける中、外国人労働

者数は230万人を超え、過去最多を更新してい

る。深刻な人手不足を背景に「特定技能」制度

が定着し、2027年には人材育成と確保を両立

する新制度「育成就労」の開始も控えるなど、働

き手としての外国人材への期待は急速に高まっ

ている。

　全国に先駆けて生産年齢人口の減少が進む東

北圏においても、外国人材は地域産業を支える

不可欠な存在となりつつある。しかし、東北圏

の総人口に占める外国人割合は1.0% と全国で

最も低い水準にとどまっており、外国人材を単

なる労働力ではなく、地域社会の一員である

「生活者」として迎え入れる多文化共生の基盤づ

くりが急務となっている。

　本特集では、この地域課題に対し、二つの視

点からアプローチする。

　第一部では、当センター主任研究員 伊藤孝

子による調査報告を掲載する。特定技能外国人

への実態調査から、高い就業継続意欲と低い地

域定着意向の間に生じる「ねじれ」を明らかに

し、企業依存の生活支援から脱却した「四者協

働」による重層的な生活支援体制の構築を提言

する。

　第二部では、東洋ワーク株式会社取締役国際

事業部長 里見誠氏の講演録を紹介する。海外現

地での日本語教育や明確なキャリアビジョンの

提示など、外国人と目線を合わせ、共に成長を

目指す企業の最前線の取り組みを取り上げる。

東北圏における外国人材の受入と多文化共生社会
の実現に向けて

03特集_外国人受入1C_二[4].indd   403特集_外国人受入1C_二[4].indd   4 2026/04/16   18:29:422026/04/16   18:29:42
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調 査 報 告

はじめに

　東北圏では人口減少と高齢化が全国に先駆け
て進行し、地域社会や産業を支える担い手不足
が深刻化している。農業・漁業、製造業、介護
など、地域の基盤を支える産業において、外国
人材は人手不足を補うだけでなく、地域の持続
性を支える重要な存在となりつつある。
　特定技能制度の開始以降、東北圏でも「働く
人」であり、同時に「暮らす人」として地域に根
づく外国人住民が着実に増えている。しかし、
外国人をめぐる制度は複雑で、企業・自治体・
地域住民の間で役割分担や支援のあり方が十分
に共有されているとは言い難い。また、外国人
住民の就業実態はもちろん、生活実態や地域と
の関わりについても、これまで十分に把握され
てきたとは言えない。
　本調査は、東北圏で働く特定技能外国人に焦
点を当て、アンケートおよびインタビュー調査
を通じて、職場・生活・制度の3つの視点から
実態を明らかにすることを目的とした。

調査概要

⑴アンケート調査
対　　象 	 東北圏在住の特定技能1号外国人
回 答 数 	 301名

実施期間 	 2025年7月7日～ 10月10日
⑵インタビュー調査
対　　象 	� 特定技能2号外国人（8名）および受

入れ企業（7社）
	 2025年10月22日～ 12月16日

1　東北圏の現状と外国人材の位置づけ

　東北圏の生産年齢人口は今後も減少が続き、
2050年には2020年比で約6割の水準まで落
ち込むと予測されている（図表1）。これは全国
の地域ブロックの中で最も低い維持率である。
一方、外国人材の受入れは全国に比べて遅れて
いるものの、在留外国人数は増加傾向にあり、
特に2019年に創設された「特定技能」資格者
の伸びが顕著である（図表2、3）。
　「特定技能」制度は、人手不足が深刻化する中
小企業において、人材を確保することが困難な
分野に限定し、一定の専門性・技能を有し即戦 
力となる外国人を受け入れるものである。制度
には「特定技能1号」と「特定技能2号」があり、
在留期間、家族帯同の可否、支援体制、対象分
野などに違いがある（図表4）。こうした制度設
計の差異は、外国人材の就業継続や生活定着に
大きく影響する。
　特定技能1号外国人を受け入れる際は、日本
語力や生活スキルが十分でないケースも多く、

実施期間

調査研究部　主任研究員　伊藤　孝子

外国人材とともに歩み続ける東北圏
―特定技能1号300人調査と2号人材・企業の声から読み解く

就業継続と生活定着に向けた課題と可能性―
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出典：総務省「人口推計」（各年10月1日時点）
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図表1　東北圏における生産年齢人口の推移

出典：出入国在留管理庁「在留外国人統計」（各年12月末時点）
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図表3　東北圏における在留資格の構成比

出典：�出入国在留管理庁「外国人材の受入れ及び共生社会実現に向けた取組」（2025年8月更新）ほか

特定技能１号 特定技能 2 号 

技 能 ⽔ 準 ⼀定の技能 熟練した技能 

在 留 期 間 最⻑ 5 年 更新可能 

家 族 帯 同 不可 可 

⽀ 援 体 制 登録⽀援機関などによる⽀援が必須 ⽀援義務なし 

対 象 分 野 16 分野 11 分野 

主 な 移 ⾏ ルート 技能実習修了者／試験合格者 1 号からの移⾏＋試験合格者 

図表4　特定技能1号・2号の概要と移行プロセス

出典：出入国在留管理庁「在留外国人統計」（各年12月末時点）

図表2　東北圏における在留資格別 外国人の推移
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受入れ企業は自社で就労・生活支援を行うか、
登録支援機関に委託して支援を実施しなければ
ならない。一方、特定技能2号では支援義務が
課されておらず、制度上、就業面と生活面をめ
ぐる支援体制に大きな差が生じている。
　特定技能制度の運用においては、技能実習制
度との関係も重要である。「特定技能1号」への
移行ルートとなっている「技能実習」制度は廃
止され、2027年7月より育成就労制度が開始
される予定である。育成就労は特定技能人材の
育成を視野に入れた制度であり、今後さらに深
刻化する労働力不足の中で、特定技能の重要性
は一層高まると見込まれる。

2　特定技能1号外国人材の実態（アンケート）

a．労働力不足を補う若手人材
　回答者の約9割が30代以下の若年層であり、
出身国はベトナムとインドネシアで7割を占め
る。地域から都市部へと日本人若者が流出する
中で、彼らは地域産業を支える貴重な「若手人
材」となっている（図表5、6）。

b．多様化する受入れルート
　特定技能1号の取得ルートは、従来の「技能
実習からの移行」が約半数を占める一方で、「海
外試験ルート（日本にいなかった）」が3割を超
え、新たな受入れルートとして定着しつつある。
特に介護や飲食料品製造業では海外試験ルート
の割合が高い（図表7）。

c．「読み・書き」に課題が残る日本語能力
　日本語能力試験（JLPT）は N4レベルが最多
である。場面別の理解度をみると、「話す・聞く」
は9割以上が「わかる」と回答する一方、「読む・
書く」では約2割が課題を感じている。漢字の

図表5　年齢（SA）

  

(%)

n=300

18～19歳 3.3

20～24歳
27.7

25～29歳
34.3

30～34歳
22.7

35～39歳
9.7

40～44歳 2.0 45～49歳 0.3

97.7

  

(%)

n=300

ベトナム
35.7

インドネシア
35.3

ミャンマー
19.7

フィリピン
3.7

中国 3.7 その他
2.0

71.0

図表6　出身国・地域（SA）

 
 

）％（=ｎ

全体 301

介護 71

工業製品
製造業

65

建設 38

農業 (15)

飲食料品
製造業

94

その他 (18)

50.5

22.5

78.5

84.2

46.7

37.2

61.1

33.2

53.5

6.2

5.3

33.3

50.0

22.2

13.0

23.9

10.8

7.9

20.0

6.4

16.7

3.3

4.6

2.6

6.4

技能実習生をしていた
技能実習を終えて、日本にいなかった
日本にいなかった
その他

図表7　特定技能1号習得前の状況（SA）
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種類の多さや音読み・訓読みといった日本語の
構造的な複雑さが、理解度に影響していると考
えられる（図表8）。

d．高い職場満足度とキャリアアップの実感
　現在の職場に対する満足度は86.7%、仕事を
通じたキャリアアップの実感は79.1% と高い。
特に、「技能実習から同じ職場で継続して働い
ている層」は職場満足度やキャリアアップ実感
が高い傾向がみられる（図表9、10）。

e．生活満足度は高いが「物価」に不満集中
　生活満足度は85.4% と高い水準にある一方、
不満点として「物の値段が高い」が突出してい
る。また、生活満足度が低い層では、物価に加
え「医療へのアクセス」や「言語環境」への不満
も高まる傾向がある（図表11、12）。 

）％（=ｎ
日本語能力試験
（JLPT）

300

）％（=ｎ

生活で話すとき 300

仕事で話すとき 300

日本語を読むとき 299

日本語を書くとき 299

日本語を聞くとき 299

93.7

94.7

81.9

77.3

94.3

6.3

5.3

18.1

22.7

5.7

わかる（計）
わからない（計）

39.7
10.3

29.7 9.7
8.0

N1 N2
N3 N4
N5 その他

図表8　日本語レベル・場面別 日本語の理解度（SA）

 

）％（=ｎ

全体 301

同じ 109

違う 65

31.2

39.4

24.6

55.5

54.1

47.7

9.3

6.4

16.9

4.0

10.8

とても満足している
まあまあ満足している
あまり満足していない
全然満足していない86.7

図表9　就労先の一致状況別 職場満足度（SA）

 

ｎ= （％）

全体 301

同じ 109

違う 65

36.2

44.0

30.8

42.9

45.0

32.3

15.9

7.3

29.2 4.6

とてもそう思う
少しそう思う
あまりそう思わない
全然そう思わない
よくわからない79.1

図表10　就労先の一致状況別 キャリアアップ実感（SA）

図表11　生活満足度（SA）

 

（％）

n=295

とても満足して
いる

28.5

まあまあ満足している
56.9

あまり満足
していない

12.9

全然満足していない 1.7

85.4

 

物の値段が高い

遊ぶ場所や、リラックスできる
場所がない

気候（暑い・寒い）が
あわない

地域のお知らせや看板が
日本語でしか書いていない

外国人への差別がある

日本の食べ物があわない

病院に安心していけない
   n=300
上位7項目

0% 30% 60%

満足
不満足

図表12　生活の不満足点（MA）
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f．地域住民との強い交流意向
　地域住民との交流意向は85.6% となった。
希望する交流内容は、「日本のマナーや地域の
ルールの学習」「地域のイベントへの参加」「同
世代の日本人との会話」が多く、特に若者同士
の交流機会を意図的に創出することは、地域定
着や相互理解の促進において重要だと考えられ
る（図表13、14）。

g．就業継続意欲と地域定着意向の「ねじれ」
　就業継続意向（82.7%）や生活満足度（85.4%）、
特定技能2号移行意向（84.3%）は高いものの、「現
在住んでいる地域への定着意向」が41.1% にと
どまる。日本定着意向（86.0％）は高いが、「東
北圏に住み続けたい」とは必ずしも結び付いてい

ない。定着する上での懸念点は「生活費・税負担」
「日本語」「住まいの確保」が多い。地域定着意向
が未定なグループでは、言語面や制度理解、医療
アクセスなど生活基盤に関する不安が複数領域
に及んだ（図表15、11、16、17、18）。

図表17　地域への定着意向（SA）

（％）

n=299

いま住んでい
る地域にずっ
と住みたい

41.1日本に住みたいが、い
まの地域に住み続ける
かはわからない

35.5

日本に住みたいが、違
う地域に引っ越したい

9.4

その他・帰国希望など
14.0

日本定着意向
86.0

 

日本のマナーや地域
のルールを勉強する
お祭りなどの地域の
イベントに参加する
同じ歳ぐらいの

日本人と話をする
ボランティア活動

に参加する

自分の国を紹介する

その他 n=257

51.0

40.9

37.7

24.5

24.1

3.1

0% 30% 60%

図表14　交流希望内容（MA）

図表13　地域住民との交流意向（SA）

 

（％）

n=300

とてもそう思う
48.3

少しそう思う
37.3

あまりそう思わない
9.7

全然そう思わない 2.0 よくわからない 2.7

85.6

図表15　就業継続意向（SA）

 

（％）

n=300

そう思う（計）
82.7

そう思わない
（計）
13.7

よくわからない
3.7

図表16　特定技能2移行意向（SA）

（%）

n=300

そう思う（計）
84.3

そう思わない
（計）
12.3

よくわからない
3.3
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3　�特定技能2号人材、受入れ企業の声
（インタビュー）

3.1　�特定技能2号外国人の事例からみる定着
の実態

　アンケート調査に加え、特定技能2号外国人
および受入れ企業へのインタビューを実施し、
データだけでは把握できない「なぜ東北圏で働
き続けているのか」といった背景を調査した。
以下に2つの事例を紹介する。

事例①：職場で愛され、家族とともに気仙沼で
の暮らしを始める（宮城県気仙沼市／造船・舶
用工業）
　ベトナム出身のホアンさん（29歳）は、2016
年に技能実習生として来日し、2019年に特定
技能1号へ移行した。都市部への転職も考えた
ことがあったが、「5 ～ 6年頑張ってきた会社
を離れるのは寂しい」「会社は第二の家族」と感
じ、現在の会社での継続就労を選択した。
　特定技能1号の在留期限が迫る中、会社側の
強い推奨と支援を受け、広島県の協力企業で
1 ヶ月半の研修を行い、特定技能2号評価試験
に合格した。現在は結婚し、もうすぐ子どもが
生まれる予定である。家族が増えることに伴い、

広いアパートへの引っ越しや自動車免許の取得
など、生活基盤を整えている。「これからの家
族との暮らしは “ はじめて ” だらけ」と語るホ
アンさんに対し、企業は病院への付き添いや住
居確保など、家族支援を行っている。
事例②：夫婦で挑戦し、静かな環境で未来を描
く（岩手県北上市／飲食料品製造業）
　ミャンマー出身のコ・コさん（37歳）とスさ
ん（35歳）夫婦は、以前は別々の地域で働いて
いたが、「一緒に働ける場所」を求めて現在の会
社に転職し、夫婦そろって特定技能2号を取得
した。
　彼らがこの地域を選んだ理由は、都市部より
も生活費が抑えられ、静かな環境で貯蓄ができ
ること。そして、今の最大の願いは、母国に残
してきた10歳の息子を日本に呼び寄せること
である。受入れ企業は、生活必需品の準備や住
居の手配を行い、日本人社員と同様の評価制度
で彼らを処遇している。企業は子どもの来日に
備え住居確保など検討したいとしているが、家
族呼び寄せに伴う教育環境や生活環境の整備に
ついては、企業単独では限界があり、地域の支
援が必要だと感じている。

3.2　特定技能2号外国人の声（要約）
　特定技能2号を取得し東北圏で働く外国人材
は、雇用条件だけでなく、生活環境や職場への
愛着を理由に地域で働き続けている。
a．定着の理由

• 故郷と似た環境や地方の落ち着いた暮ら
しに魅力を感じている

• 長く働いた企業への愛着が強く、離れる
ことに寂しさを感じる

• 都市部に比べ生活費が抑えられる

暮らしのお金や
税金が高い

日本語がまだ十分で
はないと思う

日本で家を借りるの
が難しい

ビザや在留資格の
ルールがわかりにくい
病院で日本語が

992=nいなれらえ伝くまう
上位5項目

0% 25% 50%

定着
未定

図表18　日本・地域への定着における懸念点（MA）
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b．地域交流の希望

c．将来の不安

3.3　受入れ企業の取組み（要約）
　企業は外国人材を事業継続に不可欠な戦力と
して位置づけ、制度上の義務を超えた支援を
行っている。
a．キャリア支援

b．生活支援

c．課題感

4．定着を阻む構造的課題

　調査結果から、東北圏における定着には「職
場」「生活」「制度」の3要素が密接に関わること
が明らかとなった。特に、就業継続意向があっ
ても、住まい・医療・家族支援といった生活基
盤の弱さが地域定着の妨げになっている。現在
は企業内で “ 職場 ” と “ 生活 ” が完結する構造
が形成されつつあり、結婚・出産・育児といっ
たライフステージの変化を支える生活支援体制
が十分に整っていない。そのため、将来的には
“ 就業継続 ” と “ 生活定着 ” の両立が難しくな
るという構造的課題が顕在化しつつある。
　この構造的課題を温存したままでは、家族形
成期の外国人材が地域で暮らし続けられなくな
る。その結果、家族ごと地域外へ移動するリス
クが高まり、就業継続さえもあきらめざるを得
ない状況につながりかねない。

5．�外国人材とともに歩む地域づくり
に向けて（提言）

5.1　�制度・生活・地域をつなぐ定着・共生支援
の再設計に向けた提言

　調査結果を踏まえ、東北圏における特定技能
外国人の “ 就業継続 ” と “ 生活定着 ” を両立さ
せるための政策的・運用的方向性を提言として
3つ提示する（図表19）。受入れが遅れている
東北圏だからこそ、先行地域での受入れ・定着
の経験を踏まえ、自らの実情に合った受入れ・
定着モデルを初期段階から設計できるという利
点がある。まさに、東北圏は独自の持続可能な
モデルを形成しうる重要な局面にある。

• �地域住民との交流が少なく、友人関係を
広げたい

• �接点が少ないため、話しかけづらさや不
安を感じることがある

• �料理を分け合うような関係が築けないこ
とに物足りなさを感じている

• 子育て環境（保育園・学校）への不安
• 家族で暮らすための広い住居の確保
• 言葉の壁がある家族（配偶者）へのサポート
• 病院へのアクセスや医療面の安心を求める

• �特定技能2号試験対策のオリジナル教材
の作成や勉強会

• 日本人と同等の評価・賃金体系の適用

• 病院への付き添い
• 住居・家電の準備
• 自動車免許取得のサポート
• 妊娠・出産時の手続き支援

• キャリアアップを実感できる仕組み
• 地域住民との交流
• �家族形成期に入ると支援ニーズが急増し、

企業単独でのサポートに限界を感じている
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提言1：企業依存から地域と共有する生活支援
への構造転換
　生活基盤が整わないまま就労が継続される現
状を変えるためには、企業や登録支援機関が
担ってきた生活支援を地域の生活インフラへと
段階的につなぎ替えていく視点が不可欠であ
る。家族形成期に入る前から、外国人本人が地
域の相談窓口や医療、子育て、教育などの生活
サービスにアクセスできるルートを確保し、将
来の生活像を描けるようにする必要がある。家

族帯同後は、配偶者や子どもが地域に参加しや
すい環境を整え、切れ目のない支援体制を整え
ることが求められる（図表20）。
　生活領域の支援を地域全体で担う仕組みを構
築することにより、就業継続と生活定着は初め
て実現可能となる。

「⽣活」

「協働」

「制度」

「職場」

提⾔２「制度」
制度の枠組み×運⽤内容×⻑期育成
地⽅の実情に合う制度への再設計

提⾔３「協働」
四者協働×役割分担×担い⼿化
企業任せにしない地域⽀援体制の構築

提⾔１「⽣活」
⽣活インフラ×家族参加×地域交流
⽣活者としての定着を⽀える⽀援

図表19　協働が支える定着支援の構造（3つの提言）

（1）
⽣活基盤
の整備

（2）
家族・
地域参画

（3）
地域住⺠との
理解・交流

就業継続・
⽣活定着

⽣活の
企業内完結

⽣活基盤
の不⾜

ライフステージ
での⽣活破綻

就業継続困難

現在の構造的課題 地域で⽀える好循環の仕組み

⽣活者

図表20　生活領域における悪循環の構造と地域による好循環の仕組み
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提言2：地方の実態にもとづく特定技能制度の
再設計・再運用
　受入れ拡大と定着を両立させるためには、特
定技能制度が自然流動性の高い都市部の労働市
場には適合しやすい一方、地方での生活定着に
不可欠な要素が制度上十分に想定されていない
という点を踏まえる必要がある。そのうえで、
国の制度枠内であっても、自治体が主体となり、
地域の実態に即した制度運用へと再設計してい
く視点が重要である。受入れと定着は本来不可
分であり、定着支援を伴わない受入れは持続可
能ではない。企業および自治体は、「どの段階
まで地域で受け止めるのか」という定着の水準
を明確化し、その水準に応じた支援内容を設計
する必要がある（図表21）。
　東北圏の実態を踏まえた制度運用へと転換す
ることで、特定技能制度が地方定着に十分機能
していない構造的課題を緩和することが可能と
なる。

提言3：四者協働による仕事・生活・地域をつな
ぐ地域支援体制の構築
　登録支援機関による支援の限定性、企業によ
る生活支援の限界、自治体や地域住民の無認識
といった構造を変えるためには、企業・登録支
援機関・自治体・地域住民が役割を明確にし、
連携して支える「四者協働」の仕組みが不可欠
である（図表22）。
　四者が重層的な支援体制を形成することで、
企業任せでは実現できなかった生活者視点の定
着支援が実現する。

5.2　�生活者として外国人を迎える地域のみな
さんへ（メッセージ）

　外国人住民の生活定着の鍵を握っているの
は、制度でも企業でもなく、「この地域で暮ら
す私たち一人ひとり」です。
　今回の調査では、外国人住民の多くが地域と
のつながりを求め、生活者としてこの地域に愛
着を持って暮らしていることが明らかになりま
した。「ここで働き続けたい」「ここで暮らし続
けたい」と願う彼らを、地域の担い手として受
け止めることに大きな障壁はありません。

⾃治体
（制度運⽤・連携・評価）

地域住⺠
（参画・交流・担い⼿化）

企業
（受⼊れ・就労⽀援）

（1）四者協働
による地域⽀
援体制の構築

地域

仕事

⽣活

（2）地域独⾃
の「⽀援機関
連携・評価制
度」の整備

（3）外国⼈住⺠の
地域参画を⽀える
仕組みの整備

四者が⽀える重層的な地域⽀援体制

地域の担い⼿としての外国⼈住⺠

登録⽀援機関企業
（⽣活⽀援・定着⽀援）

図表22　四者協働で支える重層的な地域支援体制

（3）
⻑期的な育成
・キャリア形成

（2）
⽣活⽀援を
中⼼に据えた
制度運⽤

（1）
制度の再設計

定着の⽔準
の明確化

地域定着の実現
（⽣活の⾃⽴・家族形成・離脱の抑制）

図表21　�自治体主導による特定技能制度の再設計と
運用転換
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　一方で、文化や生活習慣、言語の違いから不
安や戸惑いが生じる場面があることも事実で
す。しかし、子育て、学校、スポーツクラブ、自
治活動、地域ボランティアなど、外国人住民が
関われる場は身近なところに多く存在していま
す。そうした関わりは活動を支えるだけでなく、
多様な視点を地域にもたらし、地域づくりを新
しい段階へと進める力になります。
　どう関わればよいか迷うときは、まず自治体
や外国人住民を受け入れている企業に相談して
みてください。そこから始
まる小さな一歩が、地域と
外国人住民をつなぐ大きな
力になります。

6．おわりに

　本調査が、外国人材を単なる労働力ではなく
地域の一員として受け止め、地域の暮らしを共
に支え合うために、東北圏がどのような基盤を
整えていくべきかを考える一助となれば幸いで
ある。

［調査報告書 URL］
https://www.kasseiken.jp/kassecms/wp-
content/uploads/2026/03/2025fy-01-00.pdf
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講 演 録

※�本稿は、2026年3月19日に仙台市内で開催した「公益財団法人東北活性化研究センター 2025年度事
業報告会」でのご講演内容を編集したものです。スライドの詳細は当センターHPに掲載しております。

■自己紹介と外国人材との取り組み

　本日は「外国人の活用と挑戦」についてお話
しします。私は東洋ワークという会社で国際事
業を担当しています。東洋ワークは東北に本社
を置く会社です。当社として、どのように外国
人材を活用しているのか、また外国人材に実際
に働いてもらい、やりがいを感じてもらえるか、
特に技能実習生の場合には母国に帰国した際に
技術移転につなげてもらえるか、といった取り
組みをこれまで行ってきました。
　私自身はインドネシア法人の代表も務めてお
り、東南アジアでの事業も担っています。東南
アジア全体ではおよそ6億人の人材がいるとさ
れており、その中でもインドネシアは2億
8000万人と非常に人口が多い国です。このイ
ンドネシア法人では、東南アジア地域から宮城
や日本へ人材を育成して送り出す事業を担当し
ています。

■東洋ワークのグローバル展開

　東洋ワークグループが掲げるグローバル展開
についてご説明します。スライド3の一番上に
は「人材確保から海外進出支援まで」と記載し

ています。東北や地方というキーワードのもと、
国境を意識せずグローバルに進出できる支援を
したいと考え、海外事業を進めてきました。

　今回の活性研のアンケート調査が実施された
ことを、私自身とても喜ばしく思っています。
これまで外国人に焦点を当てた調査例は、私の
記憶では多くありません。
　東北の中小企業に「人手が足りていますか」

「外国人材を活用したいと思いますか」とアン
ケートを取ると、多くの場合、「人手不足」はイ
エス、「外国人材活用」はノー、という結果にな
ります。そのため、外国人材の活用がなかなか
前に進まないことが多く、当社としても課題だ
と感じてきました。この結果をより身近に感じ
ていただきたいと思い、東洋ワークグループの
グローバルビジョンおよびグローバル展開につ

東洋ワーク株式会社
　　�取締役　国際事業部長　里見　誠　氏

外国人材の活用と地域共生について

（スライド3）
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いて、ご説明をいたします。
　東洋ワークでは、グローバル社員として20
カ国、約400名の外国人材が在籍しています。
内訳は技能実習や特定技能といった人材のほ
か、エンジニア、定住、永住など、さまざまな在
留資格を持つ方も受け入れています。
　ここで、当社の取り組みのうち、社内の共通
言語にもなっている「ワンストップサービス」

（スライド5）を紹介します。外国人材を採用す
る場合、技能実習なら約3年、特定技能1号な
ら約5年、日本に在留できる期間が決まってい
ます。この3年や5年の間、分からないことが
多い外国人材に対して、受け入れ企業として何
をすべきか、共に考え、外国人と共に歩む共生
社会を目指して事業を進めています。

■日本語教育と受け入れ体制づくり

　スライド5中央の図について補足します。例え
ばインドネシアから来日する際、日本のことを理

解して入国する必要があります。外国人材が日
本に来て最初に直面する壁は語学、つまり日本語
です。そのため私たちは外国人向けの日本語教
育を、インドネシア現地で実施しています。
　さらに、技能実習生の受け入れは協同組合を
通す仕組みになっており、来日した外国人が安
心して働けるよう、組合づくりにも力を入れて
います。
　また、1人の外国人を採用すると、その人か
ら次々と人材が紹介される傾向があります。既
に当社で働く外国人社員から紹介を受けたり、
企業に就職した外国人材から親族や知人を紹介
されたりするケースもあります。これは日本で
言う「紹介」と同じもので、「グローバルリファ
ラル」と呼ばれるものです。外国人材同士の紹
介は定着率が高く、雇用も安定しやすいという
特徴があります。当社としても、こうした仕組
みを大切にしたいと考え、外国人と日本人が協
力し合って、会社の成長を目指す取り組みを進
めています。

■日本国内の外国人材の現状

　本日の主な話題は、東洋ワークでの外国人材
活用についてです。
　まずスライド7をご覧ください。これは外国
人材に関するデータで、昨年10月時点の最新
統計です。
　現在、国内の在留外国人数は約400万人（395
万6619人）です。しかし、「日本で働いている」
外国人の人数は別で、国内外国人労働者数約
257万人が、特定技能や技能実習、資格外活動、
高度人材など、日本国内で実際に働いている外
国人の数です。つまり、「国内に400万人の外
国人がいる＝全員が働いている」というわけで
はありません。働いても良いという在留資格が
発行されている人は257万人です。
　近年、外国人材の問題が大きく注目されてい

（スライド4）

（スライド5）
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ます。技能実習生や特定技能、留学生の資格外
活動などが話題ですが、問題の多くは400万人
と257万人の間にいる、さまざまな立場の方々
です。この点は、外国人を雇用する企業にとっ
て正確に認識しておくべき事実です。
　外国人が企業で働く場合、在留カードの携帯
義務があり、求められた際は提示が必要です。
企業は在留カードを持っていない人、または
持っていても就労が許可されていない人を雇用
することはできません。当社にも外国人が約
400人在籍していますが、全員が在留カードを
携帯しています。また、採用時の面接で「在留
カードを見せてください」と必ずお願いしてい
ます。
　ただ、最近は偽造カードを持っている方も一
部存在します。皆さんの中で在留カードを見た
ことがある方もいると思いますが、それが本物
か確認したことがある人は少ないのではないで
しょうか。今はスマートフォンで在留カードの
IC チップ情報を確認できる入管庁のアプリが
あり、本物か偽物かを見分けることができます。
当社でも、女性の顔写真の在留カードを確認し
たところ、IC チップ内に写っているのは男性
だったという事例がありました。つまり、外国
人雇用には難しい一面があるということをお伝
えしたいです。

■出身国別の動向と東北の課題

　次に、外国人は東南アジアから最も多く来て
いるという現状についてです。スライド8には
令和3年から令和7年までの国別データをグラ
フでまとめています。下位順でミャンマー、イ
ンドネシア、ネパール、フィリピン、中国、ベト
ナムと並んでいます。これは東北6県において
も同じ順位です。構成は大きく変化していませ
んが、近年はインドネシアが増えています。

　次に東北6県です。受け入れ人数は宮城県が
最も多い状況ですが、東北全体で見れば全国で
受け入れている外国人材の中で、東北が占める
割合は1％未満（宮城でも0.8％程度）です。秋
田や岩手、青森はさらに低い比率です。今後は、
この受け入れ比率をいかに上げていくかが重要
課題だと考えています。
　インドネシア法人で学んでいる外国人材を例
にすると、東北6県の受け入れ比率の低さの要
因の一つは、東北の魅力や「なぜ東北で働くの
か」が十分に伝わっていないことだと思います。

（スライド7）

（スライド8）

（スライド9）
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それを外国人に分かりやすく伝える工夫がまだ
不足していると考えます。

■�特定技能外国人の不満とキャリアビ
ジョンの重要性

　活性研の調査では、特定技能1号の外国人が
職場で感じる最たる不満は「給料が低い」こと
でした。外国人が日本を目指す理由はさまざま
ですが、私が東南アジア諸国で人材開発に取り
組む中で最も強く実感するのは、給料が大きな
動機であるということです。どれだけ稼げるか
が彼らの大きな目標なので、日本語の勉強も熱
心に行っています。
　ところが、特定技能の外国人が「給料が低い」

「日本語がなかなか上達しない」と感じているこ
とは重要な課題です。また、「仕事の次の目標
が分からない」という点は当社の従業員にも多
く当てはまり、特に大切なことです。
　企業がやるべきことは、外国人にもキャリア
ビジョンを明確に示すことです。技能実習で3
年働き、さらに特定技能1号で5年働き、計8
年間でどう成長できるのか、明確に伝えましょ
う。特定技能2号になると家族も呼べるため、
将来家族を支える自分がどうなりたいかを具体
的に描けるかということが重要です。こうした
ビジョンがしっかりしていれば、外国人は納得
して働いてくれると考えています。
　今回のアンケート結果を念頭に、外国人材の
受け入れを検討している企業には、キャリアビ
ジョンの明確化が重要だとお伝えしたいと考え
ています。多少給料が低くても、キャリアビジョ
ンをしっかり提示できていれば、外国人が納得
しやすくなります。

■国別・業種別の受け入れ状況

　また、インドネシア人材が増えている理由を

まとめると、2億8000万人という大きな人口
があり、分母が大きければ東北でも獲得競争に
勝てるチャンスがあるという点です。例えばカ
ンボジアやミャンマー、ラオスなど人口の少な
い国の人材では、横浜や大阪、東京と地方の求
人を比較されると、どうしても給料に差が出て
しまい負けてしまいます。多数の人材がいる国
にアプローチし、地方の魅力も発信することが
受け入れ比率アップの近道だと考えます。
　国別の特定技能と技能実習生の受け入れにつ
いて、特定技能が上、技能実習が下の棒グラフ
で示しています。ベトナムが全体的に多いです
が、このほかにスリランカ、ネパール、タイも
あります。

　ネパールなどは特定技能が技能実習を上回っ
ています。その背景には、留学生の受け入れが
多い点が挙げられます。特定技能には技能実習
からの移行と、試験を受けて直接特定技能を取
得するパターンの2つがあり、特にネパールの
留学生は直接取得の割合が高く、スリランカも
同様です。そのため、これらの国別の在留数や
特徴も押さえておくべきだと思います。
　業種別にみると、建設や製造業での受け入れ
が多く、続いて宿泊や医療・福祉分野で働く外
国人も増えています。医療・福祉分野では介護
事業者が多く含まれます。また、サービス業（人
材派遣業界など）も在留資格を取得しやすく、
受け入れ事業者数が多くなっています。
　都道府県別では、最も多いのは東京、愛知、

（スライド10）
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大阪、神奈川の4地域です。東北6県の合計は
約6万1000人、全国平均（5万4000人）をわず
かに上回っています。宮城県は全国の中でも中
位、他の東北各県は下位に位置しています。

　日本で働く外国人の在留資格は4つしかあり
ません。資格外活動（主に週28時間まで就労
できる留学生）、就労ビザ、特定技能、技能実習
です。企業で多く受け入れている在留資格は、
技能実習、特定技能、就労ビザ（「技人国（技術・
人文知識・国際業務）」）となっています。技人
国はエンジニアなどが該当し、これとは別に高
度人材ビザもあります。
　特定技能は即戦力として働けるため非常に有

用ですが、転職が可能です。技能実習は転職でき
ませんが、特定技能の方はより高い給与を求めて
転職する場合があり、企業側としてはキャリアビ
ジョンを明確にすることが重要になります。

■外国人材の採用方法の多様化

　外国人材を採用する方法に関しても、近年は
日本国内の日本語学校や大学から採用するケー
ス、海外現地で面接し採用するパターンも増え
ています。オンライン面接も普及し、アプロー
チの障壁は大幅に下がりました。宮城県内では
大崎市に日本語学校ができ、台湾、ベトナム、
インドネシアなどからの留学生が地元産業で働
くという新しいケースが出ています。今はハ
ローワークや SNS の活用、人材エージェント
の紹介サービスなどもあり、外国人材の採用方
法は多様化しています。

（スライド11）

（スライド12）

（スライド13）

（スライド14）

（スライド15）
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■宮城県内で進む外国人材活用の事例

　宮城県内の具体的な事例として、農業、介護
事業者などでも外国人材の受け入れが進み、介
護では日本人スタッフと海外のスタッフが共に
働く環境が当たり前となっています。農業分野
でも外国人と共に新たなビジネスを展開し、海
外輸出にも取り組む企業が増えています。製造
業や食品加工においても、外国人なしで事業継
続や競争に勝つことは難しくなっており、外国
人材活用が当たり前の時代になってきました。

■日本語能力向上への企業の関わり

　私たちが外国人材を雇用する中で、日本語能
力は品質や生産性に大きく関わると実感してい
ます。そこで、社内では日本人講師による授業
や勉強会を開催し、JLPT（日本語能力試験）の
レベルアップを目指しています。JLPT は英検
や漢検のような試験で、5級から1級まであり、
外国人材のほとんどは一番易しい5級レベルで
日本に来ますが、さらにレベルを上げる取り組
みをしています。
　多くの企業では日本語学習を外国人材本人に
任せがちですが、企業が少しの時間と手間、費
用をかけて座学授業を実施すれば、日本語能力
が大きく伸びると考えています。例えば、月2
回の授業でも違いが出ます。3級や4級といっ
た目標を明確にし、しっかりと指導することで、

品質や生産性の向上に結びつきます。

■異文化交流イベントと定着支援

　グローバル共生という観点では、異文化交流
やモチベーション維持のためのイベントなども
行い、定着率アップに努めています。着物体験
や社内イベント、ディズニーリゾートツアーな
どを実施しています。必ずしもイベントだけで
出勤率や定着率が上がるわけではありません
が、やらないよりは確実に良い効果があります。
技能実習修了者の7割が特定技能に移行してい
るということです。

　社内環境についても、警察との合同研修や作
業報告会、外国人同士の勉強会など、さまざま
な取り組みで環境づくりにも努めています。外
国人材の多くは寂しい思いをしており、季節ご
とにイベントを開催し、日本人社員も協力して、
みんなで一緒に楽しむ取り組みを行っていま
す。また、日本人も外国人も共に嬉しくなるよ

（スライド16）

（スライド17）

（スライド18）
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うな工夫として、表彰制度も取り入れています。
これにより、外国人材と日本人の距離が縮まり、
企業と従業員の間にも良い関係が築けます。

■時代とともに変化する外国人材

　ここで、私が外国人材事業に長年携わってき
て、最近印象的だったエピソードをご紹介しま
す。20年前、初めて中国やベトナムに行った時、
よく「日本に行ったらダイソーに行きたい」と
言われました。百円ショップやコンビニエンス
ストア、ディズニーランド、東京タワーのある
ところに住みたいという夢を持つ人がたくさん
いました。新幹線や富士山、東京タワーがどこ
の県にもあると思っている外国人も多いです。
山手線が全国を走っていると勘違いしている方
もいます。
　しかし時代は変わり、外国人はクレジット
カードを持参して来日し、Amazon などのオ
ンラインサービスを日本人以上に使いこなしま
す。「 ダ イ ソ ー に 行 き た い 」と 言 う よ り、

「Amazon アカウントを作りたいので電話番号
が欲しい」と言われることもあります。
　近頃の外国人材はスマートフォンを持って入
国し、オンラインショッピングやキャッシュレ
ス決済を当たり前のように利用しています。郵
便局では海外送金を利用し、母国の家族にお金
を送る人も多いです。このように欲しいものや
こだわりが変わってきています。「Amazon の

方が安ければ、スーパーで買わない」というケー
スもあります。企業もこうした時代の変化に
しっかり対応することが大切です。

■現地日本語授業の様子（動画紹介）

　また、日本語学習の様子もご覧いただきたい
ので、動画を見てください。これは、インドネシ
アの会社で行っている日本語教室の様子です。

＜動画開始＞
語学教育
先生：おはようございます。
生徒全員：おはようございます。
--
会話中心に生きた日本語を学習
生徒 A：昨日は何を食べましたか？
生徒 B：私はラーメンを食べました。
生徒 A：おいしかったですか？
生徒 B：はい。とてもおいしかったです。
--

（スライド19） （スライド21）

（スライド22）
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　ありがとうございました。動画内で作文を読
んでいた方ですが、私が一昨年インドネシアに
行った際に東日本大震災の記事を読んでもら
い、その感想を作文にまとめてもらいました。
入学後3か月ほど経った時点の映像で、この生
徒は特に表現力が高く、今回動画でご紹介しま
した。インドネシアは日本語教育の環境が整っ
ており、3か月ほどでこれくらいの日本語レベ
ルに到達しています。これもインドネシアの魅
力のひとつだと思います。

■行政の支援体制と法改正の動き

　また、行政からのバックアップとして、東北
6県と新潟県にサポートデスクを設置してお
り、当社も運営として関わっています。岩手県
は未設置ですが、宮城、青森、秋田、福島、山形、
新潟で体制がありますので、自治体のバック
アップも十分に活用できます。こうした支援を
うまく利用することも大切です。
　法律改正については、活性研の事業報告にも
あった通り、2027年4月から「技能実習」に代
わって「育成就労」が導入され、育成就労生は

「労働者」として明確に位置付けられる見込みで
す。人材確保が日本政府の目的となっていると
理解しています。

生徒 A：日本語を勉強して、どれくらいですか？
生徒 B：2か月ぐらい日本語を勉強しています。
生徒 A：なぜ日本に行きたいですか。
生徒 B：家族を支えるために日本で働きたい
です。
--
作文・スピーチの授業
生徒 C：私の考える日本は先進的で文化を大
切にする国だと思います。地震のニュースを
みたとき、人と人が助け合っている姿を見ま
した。私はすごく感動しました。
--
先生：外国人材なら
生徒全員：東洋ワーク！
＜動画終了＞

（スライド24）

（スライド23）

（宮城県のチラシ）
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■�まとめ：外国人と目線を合わせて共
生する企業へ

　最後にまとめです。東洋ワークとして、地域
に根差した外国人との共生を目指し、企業成長
と両立する形を追求してきました。外国人材を
採用する際に大切なのは、私たち日本人が外国
人と目線を合わせ、同じ方向を向いて仕事をす
ることです。これは私が国際事業部長として常
に社員に伝えていることでもあります。
　外国人を採用する際、日本人側が「外国人だ

から」と身構えてしまいがちですが、実は外国
人も同じように不安を感じています。だからこ
そ、お互いに目線を合わせることが重要です。
外国人材を採用することで、今までできなかっ
たことが可能になることも多いです。
　企業の財産となり、多様性が強みとなります。
企業にとっても市場を拡大できるチャンスで
す。今後も、外国人と共に共生できる会社を目
指して努力していきたいと思います。
　本日はご清聴ありがとうございました。

（スライド23）

（スライド24）
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調 査 ノ ー ト

第1章：はじめに�
　―関係人口とD2Cビジネス

1-1　背景：関係人口への注目
　地域の人口減少や少子高齢化が急速に進展す
る中、地域活性化の手法として関係人口という
概念が注目されて久しい。これは、地域への長
期的な居住を前提とする定住人口でも、地域に
散発的・非継続的に訪れる交流人口でもなく、
域外に居住しながら、地域に継続的・長期的に
関わりを持つ人口を指すものである。関係人口
を前提とすることは、地域づくりに関与する、
より多様な人材の確保・活用や、定住人口・交
流人口の創出だけでは実現できない手法での地
域活性化を可能にする。2018年に総務省が取
りまとめた「これからの移住・交流施策のあり
方に関する検討会　報告書」は、「『関係人口』の
重要性を認識することなく、地域づくりを考え
ることは、もはやできないといっても過言では
ない」と指摘しており、関係人口は、地域活性化
に関わる官民を問わない主体が重視しなければ
ならない概念であるといえる。

1-2　D2Cビジネスと関係人口創出の親和性
　関係人口の創出・活用を通じて地域活性化を

図るにあたっては、すでに各地で種々の取組が行
われている。これらの取組と高い親和性を持つと
考えられるのが、D2C（Direct to Consumer） 
のビジネスモデルである。
　D2C ビジネスは、生産者やサービス提供者
が、商社などの中間商流を排した消費者への直
接の商品・サービス提供を行うビジネスモデル
を指す。これによって生産者・サービス提供者
は、自社の利益率を高めるだけでなく、消費者
との密接なコミュニケーションによる自社商
品・サービスの理解促進や、消費者の声を直接
反映した商品開発等が可能となる。こうした消
費者との直接的な関係性を基盤とする D2C ビ
ジネスにおいては、単なる商品の提供にとどま
らず、自社ブランドや商品の訴求価値（例：開
発背景や品質へのこだわり、ブランドが体現す
る価値観など）を明確に定義し、それを一貫し
たストーリーとして伝えるストーリーテリング
が極めて重要となる1。これにより、ブランド
への共感や信頼が醸成され、継続的な関係構築
および購買行動の促進につながる。
　D2C ビジネスと単なる直売モデルを区別す
る一様の定義はないが、本稿では D2C ビジネ
スを規定する構造的特性として、以下の3要素
に整理した。

1	 代表事例として、スーツケースメーカーの Away は、販売開始に先立って旅行雑誌「Here」を編集・刊行し、「理
想的な旅行シーンのそばにあるスーツケース」として自社製品の世界観を定義するストーリーテリングを行った。
スーツケースが持つ価値を、「モノだけでなく、その背後にある文脈や世界観を内包した価値」に再定義している。

東北圏における関係人口の創出とD2Cビジネス

� 調査研究部　課長　兼　主任研究員　木村　和也
� 研究員　渡邊　大智

05調査ノート1C_五[24-37].indd   2405調査ノート1C_五[24-37].indd   24 2026/04/17   10:22:382026/04/17   10:22:38



東北活性研　Vol. 63（2026 春季号） 25

1．�ダイレクトチャネル化：中間商流を排する
ことでマージンをなくし、生産者・サービ
ス提供者自身が、独自性の高い商品・体験
価値を直接顧客に提供する。

2．�顧客の資産化：デジタル技術の活用などを
通して、顧客データ・顧客接点を自社で保
有し、顧客を「自社に継続的な利益をもた
らす資産」としてリテンション（関係維持）
する。

3．�「統合型コマース」の志向：「ダイレクトチャ
ネル化」「顧客の資産化」により、「オンライ
ン／オフライン」の双方のチャネルで、「有
形／無形」双方の商品・サービス提供を行う

「統合型コマース」の実現を志向する。統合
型コマースは図表1のように4象限で整理
され、D2C 企業はこれらの象限のすべて
で消費者とのタッチポイントを有し、消費
者との接触頻度が高い状態の創出を目指す
といえる。

　D2C ビジネスを規定するこれら3要素は、
関係人口創出をめぐる取組においても共通する
要素だと考えられる。前掲のとおり、ある地域
の関係人口とは、域外に居住しながらも、当該
地域に定期的・長期的に関わりを持ち続ける
人々を指す。地域がそのような人々を獲得する
にあたっては、地域の主体自身が、直接的に域
外の人々と交流する機会を持つことで、地域の
魅力をアピールすることや、地域への直接的な
訪問以外にも、人々が地域とのつながりを日常
的に感じることができる多様な機会や場を提供
し、それらの人々との中・長期的な関係性を維
持することが必要と推測される。
　これを踏まえれば、関係人口を効果的に創出
する施策は、D2C ビジネスの構造的特性と重
なる要素を持つことが想定されるとともに、今
後、新たな関係人口創出の効果的な施策を検討
していくにあたっても、D2C ビジネスを参照
することは有用であると考えられる。

1-3　本調査の趣旨・構成
　本調査では、上記の「関係人口創出と D2C
ビジネスの親和性」という仮説の検証のため、
各地の関係人口創出の先進事例4件に対するヒ
アリングを実施した。
　以降の各章では、第2章において各事例のヒ
アリング内容を整理し、第3章でそれらを事例
横断的に整理する。第4章では、その分析結果
を D2C ビジネスと照らし合わせて考察を行
い、東北圏が関係人口創出にあたって持つ強み
や、とるべき方向性を示す。

出典：�花岡宏明・飯尾元（2023）『D2C THE MODEL――
EC ／ D2Cビジネスに再現性をもたらす体系的メ
ソッド』（クロスメディア・パブリッシング）をもとに
東北活性化研究センター作成

図表1：統合型コマースの概念図
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第2章　先進事例の分析

　本調査では、関係人口創出に取り組む先行事
例として以下4事例にヒアリングを行い、各取
組の特徴や共通点を整理した。
　事例選定にあたっては、多様な切り口での分
析が可能となるよう、①実施主体の属性（行政

や団体等公益性の高い主体か、企業等の民間組
織か）、②取組対象地域が単一地域か複数地域
か、という2つの観点において、異なる特徴を
持つ事例を選定した。
　選定事例とその主体・取組地域は、図表2に
示すとおりである。

2-1　事例1：石高プロジェクト
①概要
　本プロジェクトは、西会津町が山間部の厳し
い環境で稲作を行う米農家を支えるため2023
年に開始した取組である。ユーザーは専用のア
プリ上で収穫前の段階から西会津町の米を
NFT2として購入できる。豊作・不作の状況に
応じて手元に届く米の量が変動する仕組みであ
る。ユーザーは米を購入することで、アプリ内
でのポイントとなる石高を貯めることができ
る。米の購入以外にも、西会津町に往訪し農作
業を手伝った場合や地域のイベントに参加した
場合にも石高は貯まる。石高が貯まるとアプリ
内でのステータスをアップグレードすることが
でき、オンライン中心の独自コミュニティ「コ
メニティ」で共有し、地域・農家への貢献度を可

視化することができる。これによって、単なる
米の購入では実現しえない域外のユーザーと農
家との密な交流が可能となる。

②取組の特徴
　（幅広い貢献の提供による “未来型・結 ”）
　ユーザーと地域・農家が関わる接点の幅が広
いことが、本プロジェクトが関係人口の創出に
寄与する理由のひとつである。ユーザーが地域
に貢献する方法は、域外からの米（NFT）の購
入から、域内での農作業の手伝い・地域行事へ
の参画まで幅広く、自身が継続可能な方法を選
択することができる。いずれも自身の貢献度が
可視化されるため、自分ごととして町の米作り
に関わるモチベーションが保たれる。このよう
な地理的・階層的な制約を超えて人々がコミュ

図表2：ヒアリングを行った事例一覧

事例 実施主体 主体の属性 取組地域

石高プロジェクト 西会津町 自治体 単一地域（福島県西会津町）

燕三条工場の祭典 工場の祭典実行委員会 燕市・三条市の商
工会議所青年部 単一地域（新潟県燕市・三条市）

ANAの二地域居住
BLUE SKY LIFE ANAあきんど株式会社 企業 複数地域（鳥取県、高知県、佐賀県など）

うなぎの寝床 株式会社うなぎの寝床 企業 複数地域※（福岡県八女市本町、愛媛県大洲市）
※取組開始当初は福岡のみ

出典：東北活性化研究センター作成

2	 NFT（Non-Fungible Token　非代替性トークン）：ブロックチェーンの仕組みを利用することで、デジタルデー
タに唯一無二の識別子を付与し、作成者や所有者の履歴などが記録できる仕組み。
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ニティを形成することは、本プロジェクト発案
者のひとりであり、東京大学公共政策大学院教
授、慶応義塾大学特任教授等を務める鈴木寛氏
が提唱する「未来型・結」と整合するものである

（結とは田植えや稲刈りなどの農作業において
村人が労働力を交換し合う共同作業の慣行）。

（持続的な受け入れ体制の構築）
　同プロジェクトでは農作業等で町を訪れる来
訪者に対して過度にもてなすことはせず、町の
米作りや地域活性化に共に取り組む仲間として
接している。これにより、ユーザー側も地域に
もてなされる「お客様」ではなく、共に町の米作
りを支える「仲間」のような感覚で参画している。
　また、同プロジェクトは単にユーザー数を増
やすことは意図していない。町の受け入れキャ
パシティに合う、顔の見える範囲での受け入れ
を続けていく方針である。

（参画農家への影響）
　現代の流通構造においては、農家が育てた米
が誰に消費されているかは見えないことが一般
的であるが、石高プロジェクトにおいて、消費
者が自身の育てた米を選択しているという状況
のため、農家にとっても消費者を身近に感じる
ことができる。
　また、通常の流通とは異なり、米の生産過程そ

のものが価値として消費者に共有されるため、
本プロジェクトに参加する農家にとって、自己
効力感を向上させることにもつながっている。

（政策に先駆けた関係人口創出の仕組み化）
　本プロジェクトは、現在政府にて検討が進め
られている「ふるさと住民登録制度」の先行事例
ととらえることができる。ふるさと住民登録制
度は、域外の住民が消費活動等や、ボランティア・
仕事を通じて地域へ貢献し、地域からは宿泊割
引や飲食券、地域のイベント情報への優先アク
セス権等が還元される仕組みであり、本プロジェ
クトの米購入や農作業を通じて地域に貢献し米
の現物支給を受ける仕組みは、まさにこのふる
さと住民登録制度と同じものといえよう。

2-2　事例2：工場の祭典
①概要
　新潟県燕市・三条市では、古くから洋食器や
刃物、鎚起銅器といったものづくりが盛んであ
り、地域の工場（こうば）が出展するオープン
ファクトリー「工場の祭典」を2013年より毎年
開催している。祭典には国内外からの来場者が
あり、直近の2025年には、イベント実施期間の
4日間で約6万2千人もの人が訪れた。本祭典
は燕市・三条市の商工会議所青年部のメンバー
が実行委員となり、運営を担っている。運営メ
ンバーの多くは地域の工場で働いており、工場
が主体となった運営が行われているといえる。

②取組の特徴
（生産背景の可視化）
　工場の祭典の最大の魅力は普段の飾らない作
業の様子を見ることができ、ものづくりの最前
線で取り組んでいる職人から直接説明を聞くこ
とができる点である。実行委員は出展する企業

出典：石高プロジェクト説明資料より抜粋

図表3：本プロジェクトにおけるNFT技術の活用
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に情報共有を行うとともに、「普段の作業の様
子を飾らず見せること」、「ワークショップ等で
は実際に工場で生産している商品を扱うなど普
段のものづくりの様子が伝わるものとするこ
と」といった助言を行い、コンセプトの統一を
図っている。普段の作業の様子を飾らずに見せ
ることに拘る理由は、当地域の唯一無二のもの
づくりの魅力を正しく伝えたいとの考えからで
ある。そのような理念は、2025年度祭典で提
唱した「Maker Scape（ものづくりをする人々
が創り出す、唯一無二の風景）」という概念にも
反映されている。

（関係人口との長期的な関係構築）
　燕三条地域の関係者は自らの地域を「ものづ
くりの地」と認識しており、観光地化は目指し
ていない。そのため、来訪者が増えれば増える
ほど良いのではなく、ものづくりに深い関心を
持つ人と長期的な関係性を築いていく方針を掲
げている。
　例えば、地域の公共交通機関は十分とはいえ
ず、工場と工場の距離も離れているため、訪問
者が祭典期間に訪れることができる工場の数は
限られる。このような交通の不便さは課題であ
る一方、利便性のみを追求することはオーバー
ツーリズムを招く懸念もあることから、現在は
祭典の開催期間のみツアーバスを運行させるな
ど、最低限の交通手段を用意することにとどめ
ている。このような不便さの中でも、工場を見
学するために足を運ぶ人々がおり、祭典の実行
委員はこのような層との関わりを深くしていく
ことを目指している。

（参画する工場・職人への好影響）
　工場の作業の様子を公開することによって、
以下のような多数の好影響が生まれている。

・社員・職人の主体性の向上
・作業場の整理整頓
・�作業工程を見せることによる商品の付加価値

への理解醸成
・地域に足を運ぶ人の増加
・県外の取引先との商談成立
・人材採用への好影響
　ただし、祭典の開始当初は、工場の公開によ
る技術流出への懸念などで、出展に抵抗感を示
す工場も多かった。そのような中、実行委員は
地域内の工場に個別に声掛けをするなど地道に
出展者を集めていった。一度出展した工場は、
上記の好影響を受け、出展を毎年継続する傾向
が強い。

（タッチポイントの多様化）
　工場の祭典は地域のものづくりの魅力を発信
する良い機会となっているものの、開催期間は
年に4日と短い。そのため、祭典の実行委員は、
より多くの人に燕三条地域のものづくりの魅力
を届けるために、露出機会を増やす必要を強く
意識している。
　工場も、そのような問題意識を共有している。
工場の中には、祭典実施期間以外にも、通年の
オープンファクトリーの開催や、域外や海外で
の展示会出展、商業施設等へのポップアップス
トアの設置を行うものも多く、消費者が当該地
域のものづくりを知る機会の増加に寄与してい
る。また、2024年3月には、工場の職人や工場
の祭典のファンが参加できる Discord サー
バーも立ち上げ、祭典のファンや職人がオンラ
インで交流したり、出展工場や燕三条の観光情
報等を得たりすることができる仕組みが設計さ
れている。

05調査ノート1C_五[24-37].indd   2805調査ノート1C_五[24-37].indd   28 2026/04/17   10:22:382026/04/17   10:22:38



東北活性研　Vol. 63（2026 春季号） 29

2-3　事例3：ANAの二地域居住BLUE SKY LIFE
①概要
　本事業の背景は、コロナ禍における、航空需
要の大幅な減少である。ANA ホールディング
ス株式会社は、グループとして事業の多角化、
地域創生を通じた航空需要の創出を図るため、
地方創生に取り組む ANA あきんど株式会社を
立ち上げた。同社は地域創生事業の一環として、
都市部と地方の二地域居住を推進する「ANA
の二地域居住 BLUE SKY LIFE」等に取り組ん
でいる。

②取組のポイント
　（ANAの二地域居住 BLUE SKY LIFE）
　本事業は2025年10月にサービスを開始し
た。一般的な旅行プランの提案とは異なり、第
二の生活拠点として各地域を提案する取組であ
る。本取組の特徴は「航空会社ならではの移動
サポート」と「地域でのディープな体験」をセッ
トにした「二地域居住モニタープログラム」を
提供している点である。ただ泊まるだけでなく、
地元の人々との交流、地域のお祭りへの参画や
農業体験などがプログラムに組み込まれてい
る。これにより、観光客としてではなく「地域
の一員」に近い形でお試し生活ができるよう設
計されている。さらに、本プログラム参加者に
は、地域への往復航空券を安価で提供する航空
サポート、自治体の協力のもと、地域の滞在費

用を無料・格安とするといった費用面のメリッ
トが大きいことも特徴である。
　実施にあたっては、自治体とともにプログラ
ム内容および参加条件等を決定し、ANA あき
んど社の二地域居住を支援するポータルサイト

「ANA の二地域居住 BLUE SKY LIFE」で募集
する。これまでに鳥取県、高知県、佐賀県の計
9自治体においてプログラムを実施済であり、
今後も対象地域を拡大していく方針である。

（地域の発掘・自治体との連携）
　同社は全国に33の支店を持っており、各支
店に在籍する従業員が地域に密着して連携可能
な先を探す体制をとっている。また、同社は国
土交通省のフォーラム等にも出展しているた
め、そうした場で自治体職員と接点を持ち連携
に発展することも多い。

（地方移住に関する考え方）
　同社は、「人口は地域間で奪い合うものでは
なく、シェアするものである」という考え方を
取り入れている。一点に居住地を絞る移住促進
にとどまらず、二地域居住という柔軟なスタイ
ルも促進することで、より多くの地方が活性化
の恩恵を享受できる。
　また、ANA グループは「航空機での移動」を
サービスの中心に置いているため、BLUE 
SKY LIFE を中心とした取組では、参加者が拠
点間を定期的に移動するようになることをひと
つの目標としている。一般論として、二地域居
住の最終的なゴールを「移住」ととらえる自治
体も多いが、そのような完全移住をゴールとす
る自治体にとっても、本事業のような二地域居
住促進の取組は、「移住の前段階の接点創出」と
いうメリットがあるといえる。

出典：ANAあきんど株式会社作成資料より抜粋

図表4：二地域居住 BLUE SKY LIFE 実施スキーム
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（域外ユーザーと地域の接点創出）
　上記取組は一定期間地域に滞在し、地域を深
く知ることができる一方、参加者の仕事やライ
フスタイルの条件が合わなければ実施が難しい
という側面がある。そのため同社は、ANA グ
ループとしてのふるさと納税ポータルサイト

「ANA のふるさと納税」の運営や日本各地の魅力
的な特産品を集めた EC ショップ「MeGourmet

（メグルメ）」の展開など、ユーザーが現地に足を
運ばずとも、地域と接点を持つ機会の創出にも
取り組んでいる。

2-4　事例4：うなぎの寝床
①概要
　株式会社うなぎの寝床は、福岡県八女市に拠
点を置く「地域文化商社」である。2012年に、
筑後地方（福岡県南部）のものづくりを伝える
アンテナショップとして創業し、2015年に法
人化した。同社は、地域で発展した綿織物であ
る久留米絣を用いたもんぺを現代風に再定義し
た「MONPE」を筆頭に、全国の様々な地域文
化の魅力を伝える商品の開発・生産・販売を行っ
ている。現在はアンテナショップによる販売に
加え、EC、文化体験ツーリズムや宿泊事業の
実施など、消費者との幅広い接点を有する事業
を展開している。

②取組のポイント
（地域文化の発掘・発信）
　同社は、地域文化を担う作り手との対話など
を通して地域の歴史・土地性を紐解き、もの（商
品）が生まれる背景にあるストーリーを掘り下
げ、それを消費者に伝える役割を担っている。
これが、同社が自らを「地域文化商社」と位置づ
けている背景である。
　例えば、前掲の同社の代表商品のひとつであ

る「MONPE」は、農作業着であったもんぺの
機能性と、久留米絣が持つ生地としての魅力に
着目し、それを現代風のデザインに落とし込ん
だものである。このようなもんぺと久留米絣の

「再定義」によって、「MONPE」は多くの消費
者に愛される商品となった。なお、同社は久留
米絣の生地の買い手の中で1、2位を誇る量を
購入しており、久留米絣という地域産業の担い
手を守るという役割も果たしている。

（顧客との多様な接点の創出）
　同社は、消費者が地域文化に触れ、理解を深
めるための、多岐にわたる接点を用意している。
創業時から続くアンテナショップでは、単なる
商品の販売のみでなく、生産ストーリーを博物
館のように示すといった仕掛けを導入してい
る。ここでは、商品を購入するという身近な行
為の中で、地域文化と消費者の交流機会を生み
出すことが企図されている。また、同社は創業
の翌年より EC 販売も開始しているが、この背
景にあったのは、地域内のみでなく、域外の消
費者にも地域文化を知ってもらう機会につなが
るとの考えであった。
　2019年には株式会社 UNA ラボラトリーズ
を創設のうえ、ツーリズム・宿泊事業にも参入
している。生産地に消費者が滞在し、商品の作
り手と交流するツーリズム事業を提供すること
は、商品の生産背景をより深く知るための機会
として機能している。この他にも、同社は都市
部の商業施設への出店や、愛媛県大洲市へのア
ンテナショップ立ち上げなど、創業地である八
女市域外での店舗拡大も進めており、各地の地
域文化を活かした商品を、多様な顧客に届ける
接点を広げているといえる。
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（消費者・作り手との関係の深化）
　消費者が地域文化への関心を深めていく過程
として、例えば、①アンテナショップで商品を
購入、②商品の生産背景に関心を持ち、作り手
と交流可能なツーリズムに参加、③作り手との
交流を通じて地域文化への関心をより深めてい
く、といったケースが見られる。ただし、同社
としてはこのような地域文化へのコミットメン
トを高めていく消費者を特別視することはな
い。商品を購入するのみの消費者も同様に必要
であり、それぞれの消費者に合った接点を用意
することが重要だというスタンスである。
　同時に、地域の伝統産業の作り手とも密接に
コミュニケーションを重ねている。作り手は自
分達の地域文化を当たり前と考え、その魅力に
気が付いていないことも多い。同社のような第
三者がそれらの魅力を再定義することで、作り
手がそれらを再認識し、地域文化の発信にコ
ミットしていく場合も多いという。作り手の中
には、あくまで自身の作ったものが売れるかを
重視し、地域文化の発信といった視点は必ずし
も意識しない者もいる。しかし、同社としては、
どちらか一方の考え方を尊重するのではなく、
より多くの魅力的な地域文化を発掘し消費者に
届けることを目指している。

第3章　事例の横断分析：�
　　　　関係人口創出の重要要素

　本章では、前章で見た4つの関係人口創出の先
進事例を横断的に分析することで得られた、関
係人口創出における2つの重要要素を提示する。
　なお、これらの重要要素を提示するにあたっ
ては、関係人口の創出において想定される、段
階的なプロセスを前提としたい。関係人口は、
創出に向けた施策の実施と同時に直ちに形成さ

れるものではない。すなわち、ある人が特定地
域の関係人口へと変容していくにあたっては、
例えば、「地域の特産品購入」によって地域への
関心が喚起され、それが次第に「地域への頻繁
な訪問」や「地域でのボランティア活動」など、
より密接な関わり方へと深化していく過程が想
定される。
　本章では関係人口化のプロセスを分析可能な
形で整理するため、便宜上、そのような関係人
口創出の各段階を、「域外との接点創出」と「関
係性の深化・維持」といった2段階にわけたう
えで、それぞれの段階での重要要素を提示する。

3-1　「�域外との接点創出」における重要要素：�
地域資源の価値再定義とストーリーテリング

　関係人口創出の初期段階である域外との接点
創出において4事例に共通して見られる重要要
素が、「地域資源の価値再定義とストーリーテ
リング」である。これは、観光資源やインフラ
を域内に新たに作り出そうとするのではなく、
地域が本来持っている価値や、過去から継承し
てきた資源を見つめ直し、そこに新たな意味を
加えることで、域外の人々の関心を惹起する試
みを指す。
　この重要要素が「域外との接点創出」において
重要である背景には、地域が限られたリソース
の範囲内で施策を検討しなければならないこと
や、その地域ならではの特色を打ち出さなけれ
ばならないといった事情が考えられる。都市圏
と比して各種のリソースが限られる地域では、
関係人口を誘致する新たなインフラの整備には
限界がある。また、関係性の深化を図る観点か
らいえば、他地域との差別化を図り、域外の人々
がその地域と関わる理由を納得できる形で提示
する必要がある。この点において、地域が持つ
風土や文化・歴史といった文脈は強力な訴求材
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料として機能するものであり、これらを無視し
た関係人口施策は、域外の人々がその地域の関
係人口となる必然性を希薄化するといえる。
　したがって、関係人口創出にあたっては、「地
域が本来持つ価値を活用すること」が有効な施
策であり、「地域にとって全く新規の価値・要
素を導入しようとすること」は、リソースの面
および関係人口の特徴といった面から、効果的
な打ち手とはいえないのである。
　ヒアリングを実施した4事例はいずれも、上
記のような「すでに地域にある価値を再定義
し、その魅力の発信のあり方を変える」ことで、
関係人口の創出に成功しているといえる。
・�石高プロジェクト：山間部ならではの米づく

りの労力や人手の必要性を課題ととらえるの
ではなく、域外の人々が地域と交流する機会、
すなわち価値であるという再定義を行ってい
る。また、本プロジェクトに限らず、西会津
町は自地域を、「日本の田舎　西会津町」とし
て PR しており、山間部に稲田が広がる昔な
がらの風景を、そのまま価値として訴求して
いる。
・�工場の祭典：域内に点在する多くの工場が金

物・金属加工業を発展させてきたという地域
の歴史を踏まえつつ、従来は非公開であった
工場の内部を来場者が見学し、職人と直接交
流できる場とする、といった地域資源の再定
義を行っている。また、来場者が、ありのま
まの工場の空気や職人の作業風景に接する機
会の提供は、それ自体が燕三条地域という土
地が醸成してきた価値を巧みに発信するス
トーリーテリングの場として機能していると
いえる。
・�ANAの二地域居住 BLUE SKY LIFE：事業へ

の参画地域は、域内既存の施設を活用するこ
となどによって、ユーザーの二地域居住を後

押しするインフラを提供している。また、ユー
ザーのプログラム参加要件として各地域が設
定しているボランティア・体験活動等は、地
域独自の歴史や自然に関わるものであり、各
地域がユーザー誘因のための差別化を図って
いるといえる。

・�うなぎの寝床：八女市を中心とする地域に伝
わる久留米絣と、戦間期の農作業着という認
識が強かったもんぺの価値を、現代的に再定
義することが事業の発端となった。また、産
品の作り手と消費者を直接結び付けるため
に、クラフトツーリズムをはじめとする取組
に着手していることも、従来存在しなかった

「使い手と作り手の直接の交流」という、既存
の価値を踏襲した新たな形でのストーリーテ
リングの先例だといえる。

3-2　�「関係の深化・維持」における重要要素：
多層的なタッチポイントの設計

　次の段階である「関係の深化・維持」におい
て、4事例に共通して見られる重要要素が、関
係人口および関係人口候補との「多層的なタッ
チポイントの設計」である。
　関係人口創出において、域外の人々との関係
性を新たに築くだけでなく、その関係性を中長
期にわたって維持し、関係性を深化させる必要
がある。そのためには、地域は域外の人々との
接点、つまりタッチポイントを、「多様な形で」

「継続的に」（すなわち、多層的に）提供する必
要がある。タッチポイントの種類や頻度が限ら
れることは、一時的な交流人口の増加には寄与
しえても、それらの人々の関係人口化や、関係
の維持には不十分であると考えられる。
　タッチポイントは大きく2つに分類できる。1
つは「域内でのオフライン施策」であり、農作業
体験やイベント参加、特産品の購入など、直接
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的な交流の機会を指す。もう1つは、「域外での
オンライン施策」であり、アプリやウェブを通じ
た情報共有や EC による購買など、日常生活の
中で地域とのつながりを感じる機会を指す。特
に後者は、訪問を伴わない期間においても関係
を維持する役割を果たす点で重要といえる。
　上記のいずれのタッチポイントにおいても、

「頻度」を検討することは極めて重要である。交
流の頻度が限定的であれば、「関係の深化」の機
会も限定され、関係性の維持も困難となる。「関
係の深化・維持」にあたって、地域は関連する施
策を継続的かつ一定の頻度で実施することが求
められるといえよう。
　以上より、「関係の深化・維持」は、オフライ
ンとオンラインの双方を組み合わせた「多層的
なタッチポイントの創出」によって実現される
といえる。
　ヒアリングを実施した4事例はいずれも、こ
のようなタッチポイントを設計し、その提供方
法を工夫している。
・�石高プロジェクト：「域内でのオフライン施

策」という観点では、西会津町が定期的に提
供する人足などの農作業の場は、関係人口が
地域内で、直接的に地域と交流するきっかけ
となっており、両者間の関係性の維持・深化
に大きく寄与している。「域外でのオンライ
ン施策」という観点では、NFT 購入者への農
作業の進捗の共有や、「コメニティ」でのユー
ザーによる地域への貢献度の可視化は、関係
人口が日常の中で、定期的に地域とのつなが
りを想起し、それを維持することに寄与する
仕組みであるといえる。
・�工場の祭典：祭典の実行委員会は、「祭典だ

けでなく、その実施期間外に、どのように域
内でのオフライン施策を創出するか」という
点を強く意識している。これによって、地域

の一部の工場は、通年のオープンファクト
リーを開催し、域外の人々との初期接点・関
係人口化した人々の再訪のきっかけを増加さ
せている。「オンラインの体験」としては、 
同実行委員会は2024年3月より、公式の
Discord サーバーを立ち上げ、祭典のファン
が工場の職人達とオンラインで交流できる仕
組みの提供を始めている。

・�ANAの二地域居住 BLUE SKY LIFE：本事業
は、「域内でのオフライン施策」として、二地
域居住希望者が地域で就農体験や山村留学な
どの活動に直接参加する機会を提供してい
る。「域外でのオンラインヴァーチャル施策」
という観点では、同社はふるさと納税ポータ
ルサイト「ANA のふるさと納税」や各地の特
産品を集めた EC ショップ「MeGourmet（メ
グルメ）」との接続を通じて、参加ユーザーが
日常生活の中でも訪問先の地域との接点を維
持できる仕組みの構築を企図している。これ
は、多層的なタッチポイントの提供にとって、

「関係の深化・維持」を試みる姿勢の表れであ
るといえる。
・�うなぎの寝床：同社は創業時から、八女市の

実店舗での販売だけでなく、EC サイトでの
商品販売を念頭において事業をスタートさせ
ている。また、UNA ラボラトリーズの立ち
上げ後を中心に、八女市や九州地域を対象と
したクラフトツーリズムの試みをスタートさ
せている。これらの点において、同社は実店
舗での買い物やクラフトツーリズムという

「オフラインの体験」と、EC サイトでの「オ
ンラインの体験」の両輪で、自社商品や地域
のファンとの「関係深化・維持」を図っている
といえる。
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第4章　�関係人口創出の先進事例と�
D2Cビジネス

　本章では、前章で見た関係人口創出の先進事
例における重要要素が、D2C ビジネスとの間に
高い親和性があることを示すとともに、より効果
的な関係人口創出施策の検討にあたって、D2C
ビジネスをどのように参照できるかを提示する。

4-1　�「地域資源の価値再定義とストーリーテ
リング」とD2Cビジネス

　D2C ビジネスは、関係人口創出の先進事例
と同様に、自社ブランドや商品の訴求価値の定
義およびストーリーテリングを中核的要素とし
て位置づけている。この背景には、本稿で整理
した D2C ビジネスの構造的特性である「ダイ
レクトチャネル化」と「顧客の資産化」が強く影
響している。

図表5：事例別の重要要素まとめ

「域外との接点創出」における重要要素：

地域資源の価値再定義と
ストーリーテリング

「関係の深化・維持」における重要要素：

多層的なタッチポイントの設計

石
高
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

・�山間部の米づくりにおける労力・人手不足を「課題」
ではなく、域外の人々が地域と交流する「機会＝価
値」として再定義

・�「日本の田舎　西会津町」として、山間部に稲田が広
がる昔ながらの風景をそのまま訴求材料に活用

・�オフライン：定期的に提供される人足などの農作業
の場が、関係人口と地域の直接交流の機会となり、
関係性の維持・深化に寄与

・�オンライン：NFT購入者への農作業進捗の共有、「コ
メニティ」でのユーザー貢献度の可視化により、日
常の中で地域とのつながりを定期的に想起させる仕
組みを構築

燕
三
条
工
場
の
祭
典

・�金物・金属加工業の歴史に裏打ちされた域内工場群
を、従来の「非公開の生産拠点」から「来場者が見学・
職人と直接交流できる場」へ再定義

・�ありのままの工場の空気や職人の作業風景に接する
体験そのものが、地域の歴史・文化を伝えるストー
リーテリングの場として機能

・�オフライン：祭典期間外のタッチポイント創出を強
く意識し、一部工場が通年のオープンファクトリー
を実施。域外の人々との初期接点および関係人口の
再訪機会を増加

・�オンライン：公式Discord サーバーを開設し、祭典
ファンと工場の職人がオンラインで交流できる仕組
みを提供

A
N
A
の
二
地
域
居
住

B
L
U
E 

S
K
Y 

L
I
F
E

・�域内の既存施設を活用し、二地域居住を後押しする
インフラを既存資源の転用で提供

・�各参画地域が独自の歴史・自然に関わるボランティ
ア・体験活動をプログラム

・�オフライン：二地域居住希望者が就農体験や山村留
学などの活動に直接参加する機会を提供

・�オンライン：「ANAのふるさと納税」ポータルサイ
トやANAマイル会員基盤との接続を通じ、訪問を
伴わない期間にも地域との接点を維持できる仕組み
を企図

う
な
ぎ
の
寝
床

・�久留米絣と、戦間期の農作業着という認識が強かっ
た「もんぺ」の価値を現代的に再定義

・�クラフトツーリズム等を通じて「使い手と作り手の
直接の交流」という、既存の価値を踏襲した新たな
形のストーリーテリングを実践

・�オフライン：八女市の実店舗での販売に加え、
UNAラボラトリーズによるクラフトツーリズムを
展開し、地域への来訪・直接体験の機会を提供

・�オンライン：創業時から ECサイトでの商品販売を
事業の柱に据え、来訪がなくても地域産品との接点
を維持できる体制を構築

出典：ヒアリング内容をもとに東北活性化研究センター作成
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　「ダイレクトチャネル化」の観点から見ると、
D2C ビジネスが構築する企業と顧客との直接
的な関係性は、自社の価値やそのストーリーテ
リングを、中間商流を担う第三者に委ねること
ができないことを意味する。したがって、自社
の訴求価値の定義・ストーリーテリングに自ら
注力することは、顧客との関係構築における任
意の選択肢ではなく、構造的な必然である。
　また、「顧客の資産化」という観点から見ても、
自社の訴求価値の定義・ストーリーテリングは
重要である。D2C 企業は、消費者との関係を

「一過性の購入者」から、ブランドや商品の
「ファン」へと深化させる必要がある。そのため
には、消費者に対して「なぜその企業や商品を
支持・購入するのか」という必然性を訴求しな
ければならない。
　この際、D2C 企業は自社の商品・サービス
を単なる「モノ」として販売するのではなく、そ
の背景にある文脈や世界観と一体的に提示し、
消費者の理解と共感を促す必要がある。
　このような「必然性の訴求」は、関係人口創出
施策において、地域が域外の人々に対して「な
ぜその地域と関わるのか」を提示する必要があ
る構造と、本質的に共通しているといえる。

4-2　�「多層的なタッチポイント設計」とD2C
ビジネス

　関係人口創出における「多層的なタッチポイ
ントの設計」は、D2C ビジネスの構造的特性で
ある「統合型コマースの志向」に対応する概念
であり、この点においても、両者は構造的に共
通しているといえる。
　すでに見たように、関係人口の創出において
は、域外の人々との接点を「多様な形で」かつ

「継続的に」提供すること、すなわちタッチポイ
ントの多層化が、関係性の深化・維持に不可欠

である。これは、D2C 企業が顧客との関係構
築にあたり、EC サイトや SNS、オウンドメディ
ア、ポップアップストア等の多様なチャネルを
統合的に設計し、「複数の形態」かつ「一定以上
の頻度」で接点を提供しようとする「統合型コ
マース」の考え方と構造的に一致する。
　より具体的には、「統合型コマース」における
水平軸（オンライン／オフライン）は、関係人口
創出における「域外でのオンライン施策」と「域
内でのオフライン施策」に対応する。また、垂
直軸（有形／無形）は、地域が提供する施策の内
容や性質の違いに対応する。
　さらに、「統合型コマースの志向」は本来的に、
顧客との接点を増加させることで接触頻度を高
める試みであり、この点においても、関係人口
創出における「頻度」の重要性と整合的である。

4-3　�効果的な関係人口施策の考察：�
D2Cビジネスからの示唆

　上記では、関係人口の創出施策の重要要素が、
D2C ビジネスと高い親和性を持つことを示し
た。これを踏まえ本節では、より良い関係人口
創出施策の実施にあたり、D2C ビジネスからど
のような示唆を得ることができるかを考察する。
　まず前提として、地域が関係人口創出施策を
立案するにあたっては、2つの重要要素のうち、

「多層的なタッチポイントの設計」への対応が相
対的に困難となる可能性が高い。これは、もう
ひとつの重要要素である「地域資源の再定義と
ストーリーテリング」に比して、必要となる検
討要素やリソースが大きくなるためである。す
なわち、「地域資源の再定義とストーリーテリ
ング」は、地域内部の資源を基盤としており、比
較的限定されたリソースでも実行可能である。
一方の「多層的なタッチポイントの設計」は、域
内でのオフライン施策と域外でのオンライン施
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策の両面をカバーする必要があり、実装にあ
たっては、デジタル技術に加え、分野横断的な
知見を有することが求められる。したがって、
関係人口創出の2つの重要要素のうち、地域が
自力で十分に実行しきれないリスクが高いのは

「多層的なタッチポイントの設計」であり、この
領域にこそ、対応する D2C ビジネスの構造的
特性である「統合型コマースの志向」を参照す
る実践的な意義があるといえる。
　その具体的示唆として重要だと考えられるの
が、「象限間の動線設計を重視すること」である。
D2C ビジネスが志向する統合型コマースでは、
各象限が孤立的に存在するのではなく、横断的
かつ循環的に移行する導線が設計されている。
例えば、顧客が「D2C 企業の SNS アカウント
で、ブランドの世界観に触れる（「オンライン／
無形」の象限）」ことを契機に、「EC サイトでの
商品購入（「オンライン／有形」の象限）」に至り、
さらに「購入後のフォローメールに促され、実
店舗やポップアップイベントに来訪する（「オ
フライン／有形」の象限）」といった、各象限を
またぐ一連のカスタマージャーニーの設計がこ
れにあたる。
　ここにおいて重要なのは、統合型コマースの
個々の象限が孤立的に設定されているのではな
く、相互に接続されている点である。すなわち、
ある象限での体験が次の象限への移行を自然に
誘発し、さらにその体験が再び別の象限への関
与を促すという循環構造が意図的に組み込まれ
ることで、顧客との接点が一過性に終わらず、
持続的な関係へと転化するような設計がなされ
ているのである。
　関係人口施策の考案においても、この動線設
計の視点は極めて示唆的である。前章で見たよ
うに、関係人口創出の先進事例は「オフライン
施策」と「オンライン施策」の双方による多層的

なタッチポイントを有しているが、重要なのは、
それらを断片的な存在として扱うのではなく、
タッチポイント間の相互の接続性を高め、
D2C の統合型コマースに見られるような、関
係人口化の「カスタマージャーニー」を意識す
ることだといえる。
　本調査で取り上げた事例においても、このよ
うな動線設計が強く意識されているケースが確
認できる。例えば、石高プロジェクトにおいて
は、NFT の購入（オンライン）が人足や農作業
への参加（オフライン）の動機となり、農作業の
進捗共有（オンライン）が再訪意欲を喚起し、「関
わりの深化」を促進するという、統合型コマー
ス的な循環設計が組み込まれた好例といえる。

まとめ―東北圏への示唆

　本調査では、関係人口創出にあたっての施策
と D2C ビジネスが構造的に親和的であること
を示し、その具体的示唆の一例として、象限間
のスムーズなカスタマージャーニーの設計を提
示した。
　最後に、東北圏地方における関係人口創出の
効果的な進め方について、D2C ビジネスの構造
的特性を踏まえて示唆を掲示し、結びとしたい。
　まず、「地域資源の価値再定義とストーリー
テリング」の観点からは、地域資源をいかに価
値として定義し直し、自地域固有の魅力として
具体的に提示するかが重要である。東北圏は、
地域に根付いたものづくりや豊かな食文化、原
風景といった資源に恵まれている。これらにつ
いて、由来や背景、利用シーン等を含めて価値
を言語化したり、可視化したり、デザイン化（現
代的にアレンジ）したり、あるいはネットワー
ク化（複数の資源の組み合わせなど）したりす
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るなど、編集と加工を加えることにより、受け
手に伝わる形で提示することが求められる。
　その際、他地域との差別化を意識しつつも、
関係人口施策の本質が、特定の地域への人の囲
い込みではなく、複数地域との関係を持つ人々
を増やしていく点にあることを踏まえれば、各
地域が単体で完結的に訴求するのではなく、広
域で連携し、それぞれの地域資源を周遊や連続
的な体験として提示していくことが有効であ
る。これは、多様な魅力を単に網羅的に提示す
るということではなく、プログラム化（総合化・
体系化）して示すことで、食、風景、文化、体験
といった異なる関心を持つ人々に対して、それ
ぞれに適した関与の入口を設計することを意味
する。その結果として、東北圏というエリア全
体として、多様な層に魅力を届けることが可能
となる。
　さらに、「多層的なタッチポイントの設計」に
ついて、カスタマージャーニーという観点も踏
まえて考えると、東北圏は地域資源のみならず、
その地理的条件においても固有の強みを持つと
いえる。D2C ビジネスの統合型コマースにお
いて鍵となるのは、オンライン体験からオフラ
イン体験へとスムーズに移行させる動線の設計
であった。この点において、東北圏を構成する
各県は、東京をはじめとする関東の都市圏から
の新幹線や高速道路といった交通網の整備が進
んでいる。これはすなわち、オンライン上での
情報発信や商品購入といったオンラインの接点
から、実際の来訪というオフラインの接点への
移行における、「フィジカルな意味での移動」と
いう物理的なハードルが比較的低い状態にある
と考えられる。
　したがって、圏内の各地域は、象限間のスムー
ズなカスタマージャーニーを促す効果的な仕組
みづくりが実現できれば、人々の地域への訪問・

再訪を喚起しやすく、その分関係の深化も進み
やすいと考えられる。
　東北圏における関係人口の創出と深化の鍵
は、地域資源の効果的な見せ方と多様なタッチ
ポイントの接続を統合し、それらを一体的なカ
スタマージャーニーとして戦略的に設計するこ
とにある。

おわりに

　関係人口の事例調査にあたり、ヒアリングに
ご協力いただいた関係各位に厚く御礼申し上げ
る。
　また、本調査の取りまとめにご協力いただい
た、株式会社日本経済研究所 産業調査企画部
の岡田脩太郎研究員、藤井美帆研究員にも、こ
の場を借りて御礼申し上げる。
　本調査が、東北圏において D2C ビジネスモ
デルの要素を取り入れた関係人口創出に取り組
む参考となれば幸いである。
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活 動 紹 介

1．調査の目的

　東北圏の農業は現在、構造変化に伴う戦略的
な転換点に立たされている。2018年以降、東
北6県の農業産出額は横ばいで推移し、生産性
の停滞が顕在化している。さらに、全国に先駆
けて進行する人口減少と高齢化を背景に、農業
労働力の不足は深刻さを増している。これまで
付加価値向上の中核を担ってきた「6次産業化」
も、事業規模1,000万円未満の事業体が7割超
を占めるなど小規模・分散型の構造となってお
り、類似事業者間の競争激化や規模拡大の困難
さから成長の限界に直面している。
　こうした現状に対し、国の農業政策には明確
な転換の動きがみられる。すなわち、農業者単
独による付加価値創出から脱却し、地域資源を
核として多様な産業が連携する「他分野融合」
や、新たな労働力となる「多様な人材の活躍」へ
と政策の重心が移行している。
　本調査は、これら市場および政策の動向を踏
まえ、東北圏の農業が抱える「生産性の停滞」と

「労働力の縮小」という二重の課題に対し、「稼ぐ
力（所得確保）」と「担い手（労働力確保）」を同時
に実現する、次世代型農業モデルの構築に向け
た実践的な方向性を提示することを目的とする。

2．調査の概要

　本調査では、単なる関連制度の解説にとどま

らず、文献調査とヒアリングを組み合わせ、事
業化のプロセスにおいて何が障壁となり、それ
をいかに乗り越えたのかという実践的な側面に
焦点を当て、農家の立ち位置（役割）、成功要因、
課題、必要な支援策を浮き彫りにした。
　調査対象として、外部需要を直接取り込み新
規市場を創出する「他分野融合」と、新たな労働
力のリソースとしてインパクトが大きい「多様
な人材の活躍」の2領域から以下の分野を選定
し、先進的なビジネスモデルを有する事業者・
自治体等へヒアリングを実施した。

＜他分野融合＞
新規市場の創出による農業の所得確保
○環境・エネルギー分野
・再生可能エネルギー（株式会社舞台ファーム）
・カーボンクレジット（株式会社フェイガー）
○観光分野
・農泊（遠野ふるさと体験協議会）
・ガストロノミーツーリズム（山形県鶴岡市）
○輸出分野（九州農水産物直販株式会社）

＜多様な人材の活躍＞
多様な主体の参画による農業の労働力確保
○福祉（農福連携）分野（青森県弘前市）
○外国人材分野（株式会社舞台ファーム）
○女性活躍分野（やまがた農業女子ネットワーク）

他分野との融合による農業ビジネスの可能性と課題
～先進事例に学ぶ付加価値創出と持続的展開に向けた示唆～

調査研究部　主任研究員　佐藤　司
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3．先進的なビジネスモデル

3.1　他分野融合の先進事例
事例1　再生可能エネルギー（株式会社舞台
ファーム）
⑴　事業概要
　株式会社舞台ファームは、宮城県仙台市に本
社を置く農業法人であり、野菜・米の生産、農産
物加工・販売、農業経営コンサルティングなど
を展開する全国有数の大規模農業法人である。
　同社は農業分野とエネルギー分野の連携を図
る取り組みとして、営農型太陽光発電を導入し
ている。水田に太陽光発電設備を設置し、農業
生産を継続しながら発電を行うモデルである。
発電した電力は、同社の植物工場「美里グリー
ンベース」や充電ステーションなどに供給され、
農業とエネルギーを地域内で循環させる「美里
モデル」として展開されている。
　この取り組みにより、農業経営の収益基盤を
多角化するとともに、地域の再生可能エネル
ギー導入にも貢献するビジネスモデルを構築し
ている。

⑵　本事例のポイント
　舞台ファームの事例は、営農型太陽光発電を

持続的な地域ビジネスとして成立させるための
要件を、具体的かつ実践的に示している。
　その成功要因は、①地域との強固な連携を前
提とした事業構築、②営農技術・ノウハウを前
提とした事業構築、③地域還元型モデルによる
地域の価値向上である。
　一方で、①事業構想段階における地域との連
携の難易度の高さや、②営農型太陽光発電のイ
メージ向上・認知拡大といった課題も顕在化し
ている。これらは個別事業者の努力だけで解決
できるものではなく、行政や関係機関による連
携構築や認知拡大が今後一層求められる分野で
ある。
　営農型太陽光発電は、農業所得の確保、地域
エネルギーの自立、脱炭素を同時に実現し得る
可能性を有している。本事例で得られた知見を
個別成功にとどめることなく、地域と行政が一
体となって支える仕組みへと昇華させていくこ
とが、今後の展開において重要となろう。

事例2　カーボンクレジット（株式会社フェイガー）
⑴　事業概要
　株式会社フェイガーは、農業分野における温
室効果ガスの吸収・削減の取り組みをクレジッ
トとして生成・販売するカーボンクレジットデ
ベロッパーである。農家と共同で脱炭素型農業
を推進し、その環境価値を経済的価値へと転換
し、得られた収益を農家へ還元するビジネスモ
デルを構築している。
　J- クレジット制度では、クレジット創出に伴
う申請・認証・販売などの手続きが煩雑であり、
個々の農家が単独で参入することは容易ではな
い。同社はこの課題に対し、小規模農家の取り
組みを集約し、申請から認証、販売までを一体
的に担うプログラム型によるクレジットを生
成・販売している。
　中でも、水稲栽培における「中干し期間の延

図表1　舞台ファームの事業概要
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長」の取組は、近年、拡大傾向にある。その背景
には、農家が初期投資を必要とせず、副収入を
得られる点がある。具体的には、農家はスマー
トフォンで作業記録を入力することでクレジッ
ト創出に参加できる仕組みとなっている。
　また、クレジット認証後には企業への販売前
であっても農家から全量買い取りを行うこと
で、農家への収益還元を早期化している。

⑵　本事例のポイント
　フェイガーの事例は、農業分野におけるカー
ボンクレジットを、理念や実証にとどめること
なく、実装可能なビジネスモデルとして成立さ
せた点に大きな意義がある。
　その成功要因は、①プログラム型クレジット
による制度対応の一括代行と農家支援、②既存
営農の延長で対応可能な設計とし、少ない収量
影響と作業負担の最小化、③クレジット認証後
の全量買い取りによる早期の農家への収益還元
である。これらが、農家の参加障壁を大きく引
き下げ、短期間での全国展開を可能にした。
　一方で、①農家への認知拡大と参加ニーズの
把握、② J- クレジット制度の運用厳格化による
対応の難易度上昇といった課題も顕在化してお
り、今後は民間事業者の努力に加え、行政によ
る情報提供、事務負担軽減、地域単位での支援

が不可欠となる。
　本事例は、東北地域が有する稲作基盤を生か
し、脱炭素と農業経営の両立を図る現実的な選
択肢を示している。民間と行政が適切に役割分
担することで、カーボンクレジットは地域に根
差した持続的な取り組みとして定着していく可
能性を有している。

事例3　農泊（遠野ふるさと体験協議会）
⑴　事業概要
　遠野ふるさと体験協議会は、岩手県遠野市に
おいて、農家・非農家、観光関連事業者、行政等
が連携しながら農泊事業を推進する中間支援組
織である。
　中核となる認定 NPO 法人遠野山・里・暮ら
しネットワーク（以下、山里ネット）が旅行業免
許を取得し、農泊コンテンツの造成から販売ま
でを一体的に担うことで、地域全体で観光客を
受け入れる体制を構築している。参考の数値で
はあるが、2024年度の山里ネット経由農泊宿
泊者数は782人（うち外国人：93人）、日帰り

図表2　フェイガーの事業概要

図表3　遠野ふるさと体験協議会事業概要
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農業体験者数が101人である。
　提供されるコンテンツは、農家民宿の宿泊に
とどまらず、街歩き、里山サイクリング、農業
体験など多岐にわたる。同市の農泊は、農業体
験に限定せず、「農的な暮らし」そのものを商品
として捉え、地域全体で受け入れる仕組みとし
て展開されている。

⑵　本事例のポイント
　遠野ふるさと体験協議会の農泊事業は、農山漁
村としての地域の振興として取り組まれている。
　その成功要因は、①分業構造を前提とした「地
域一体型」のビジネスモデル、②農業の実態に即
した「無理のない参画」を可能とする柔軟な仕組
み、③中間支援組織と事業者による継続的な商
品・サービス開発と改善の積み重ねである。
　同市の農泊は、「農家がすべてを担わなくて
よい」分業構造を前提に、地域全体で事業を成
立させてきた点に最大の特徴がある。また、中
間支援組織を核に、地域資源を磨き、商品化し、
改善を重ねてきたプロセスは、他地域にとって
も極めて示唆に富む。
　一方で、①コンテンツの増加に伴う中間支援
組織の負担増加、②農泊における農家への収益
の定着、③自立的な事業の確立という課題も顕
在化しており、行政および支援機関が関与して、
地域全体を底上げしていくことが重要である。
　農泊は万能な地域活性化策ではなく、規模拡
大や即時的な収益化には限界がある。だからこ
そ、遠野の事例は、小さく始め、無理なく続け、
地域に根付かせるという現実的な解を提示して
いる。
　本事例は、持続可能な地域ビジネスを構築す
る上での一つの到達点として、高く評価できる。

事例4　ガストロノミーツーリズム（鶴岡市）
⑴　事業概要
　鶴岡市は、山形県庄内地方南部に位置し、出
羽三山の修験道文化や精進料理、約60種類に
及ぶ在来作物など、食と宗教・歴史・風土が密
接に結びついた地域である。こうした食文化の
価値が評価され、2014年に日本で初めて「ユ
ネスコ食文化創造都市」に認定された。
　同市ではこの認定を契機として、食文化を軸
に農業・観光・地域経済を結びつける取り組み
としてガストロノミーツーリズムを推進してい
る。観光庁の「地域一体型ガストロノミーツー
リズム推進事業」や農林水産省の「SAVOR 
JAPAN」などの施策を活用しながら、農業体験、
食体験、宿泊、飲食などを組み合わせた観光コ
ンテンツを造成している。
　事業推進の中核は「鶴岡食文化創造都市推進
協議会」であり、行政、DEGAM 鶴岡ツーリズ
ムビューロー（DMO）、農業団体、飲食関係者、
大学など33団体が連携して事業を展開してい
る。一方、現場では、協議会が認定する「鶴岡フー
ドガイド」や料理人が、来訪者に対して食文化の
背景や価値を伝える役割を果たしている。
　また、農家は主として生産を担うことで、無
理なく関与できる仕組みにより、役割分担を明
確化し、地域一体でガストロノミーツーリズム
の推進に取り組んでいる。

図表4　鶴岡市事業概要
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⑵　本事例のポイント
　鶴岡市のガストロノミーツーリズムは、食文
化という無形の地域資源を、観光と農業におい
て役割分担と連携のもと事業を展開してきた点
に本質的な価値がある。
　その成功要因としては、①市や DMO を中心
とした観光における食文化のブランディング、
②市による農業における食文化の振興と保存・
継承、③ふうどガイドや料理人による観光と農
業の連携体制の構築などが挙げられる。
　一方で、①ガストロノミーツーリズムの経済
的波及効果の不透明さ、②農業×観光の収益性
の不透明さ、③農業の生産体制構築・担い手不
足などの課題解決、といった課題も顕在化して
おり、今後はさらなる取り組みの拡大に向けた
段階に差し掛かっている。
　本事例は、ガストロノミーツーリズムを地域
産業として定着させるための一つの到達点であ
り、同時に、次の挑戦に向けた出発点として位
置付けられる。

事例5　輸出（九州農水産物直販株式会社）
⑴　事業概要
　九州農水産物直販株式会社は、福岡県に本社
を置く農畜水産物およびその加工食品の商社で
あり、九州をはじめとする全国の産地と海外市
場を結ぶ役割を担っている。東北圏においては、
東北経済連合会と連携し、地域産品の輸出拡大
に取り組んでいる。
　同社は、生産地からの直接仕入れと、海外小
売事業者への直接販売を基本とする商流を構築
し て い る。 香 港 に 本 社 を 置 く DFI Retail 
Group Holdings（旧 Dairy Farm）をはじめ
とする海外小売事業者との継続的な取引を軸
に、計画的な輸出を行うことで、価格競争力の
確保と取引の安定化を図っている。
　仕入先となる生産者との関係は、生産者から

の直接の問い合わせに加え、GFP（農林水産物・
食品輸出促進プロジェクト）等のマッチング
サービスを通じて構築されている。これにより、
特定の産地や生産者に限定することなく、販売
先の要件に適合する産品を国内から探索・調達
する体制を整えている。
　物流面では、生産者のもとへ回収に赴く場合
と、生産者側に配送を依頼する場合の双方があ
るが、可能な限り、生産者側で空港・港湾近く
の倉庫まで搬入する形を採用している。
　以上のように同社は、生産地と海外小売りを
直接つなぐ商流のもと、輸出に必要な調達から
物流までの一体的な体制を構築している。

⑵　本事例のポイント
　九州農水産物直販の事例は、ニーズに基づき、
生産量と品質を担保するための役割分担を通じ
て、輸出を継続可能な「事業」として成立させた
点に大きな意義がある。
　その成功要因は、①消費者・小売り・海外バ
イヤーのニーズ起点での品目・規格による輸出、
②輸出基準に耐えうる検品・品質保証体制の構
築、③安定供給可能な生産体制と生産者集約で
ある。
　一方で、同社にとどまらず、輸出をさらに拡
大していくにあたっては、①輸出への認知拡大、
興味・関心の醸成、②販路開拓の負担、③検品・
品質管理における対応の負担、④小規模・供給
量変動への対応の困難という課題も顕在化して

図表5　九州農水産物直販事業概要
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いる。
　本事例は、農産物輸出を一部の先進的取り組
みにとどめず、地域産業として展開していくた
めの一つの到達点を示している。同時に、行政・
支援機関が市場形成や基盤整備を補完すること
で、東北地域において輸出を持続的な選択肢と
して定着させていくための出発点として位置付
けられる。

3.2　多様な人材の活躍の先進事例
事例1　福祉（弘前市）
⑴　事業概要
　弘前市は、市が前面に立つ「中間支援型モデ
ル」により、農福連携を地域に定着させてきた。
　農政課を窓口とし、農業者からの問い合わせ
を受け付け、障がい者就労支援機関と連携し、
最適な福祉事業所をマッチングする体制を構築
している。マッチングののち、事前に農業者と
福祉事業所の指導員が打ち合わせを行い、指導
員を介して障がい者に農作業内容を伝える形で
作業を行う。
　加えて、市は「農福連携実践マニュアル」を作
成し、農福連携までの流れ、作業日の流れ、作
業の細分化、工夫点などを可視化している。
　結果として、2023年度には、障がい者2,426
人（年間延べ人数）、農業者延べ60人、作物7品

目という規模にまで拡大している。
　さらに、ノウフクマルシェやりんご販売など
による周知活動も展開している。

⑵　本事例のポイント
　弘前市の農福連携は、行政が調整役として主
体的に関与し、現場目線で仕組みを構築してき
たことで地域に定着している。
　その成功要因は、①行政による一元的マッチ
ング体制による取り組みの創出、②マニュアル
による可視化と見学会などによる農作業への不
安・疑問の解消、③実務を配慮した現場での作
業への工夫・支援である。
　一方で、①福祉事業所側の人員不足、②農園
の立地による移動負担および実施の制約、③農
作業の季節ごとの偏在による事業の不安定と
いった課題も顕在化している。そのため、弘前
市のような行政による継続的な中間支援に加
え、立地による制約の課題解決などにより、さ
らなる関係者が関与できる仕組みづくりが求め
られる。
　本事例は、農業の労働力確保と地域における
包摂的な雇用創出を同時に実現するモデルとし
て、他地域にとっても示唆に富むものであり、
今後の他地域への横展開が期待される。

事例2　外国人材（株式会社舞台ファーム）
⑴　取り組み概要
　株式会社舞台ファームにおける外国人材活用
は、人口減少・労働力減少という産業構造の変化
を前提に、農業における経営を将来にわたり持
続させるための中長期的な経営戦略の一部とし
て位置付けられている点に大きな特徴がある。
　ヒアリングによると、舞台ファームでは全体
で60名、そのうち、美里グリーンベース（レタ
ス工場）では、従業員全体の約半数にあたる29
名の外国人材が活躍している。日本人・外国人

図表6　弘前市事業概要
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の別なく、能力や役割に応じた配置・評価を行
う方針を徹底しており、実際にインド人材が工
場長として現場マネジメントを担うなど、国籍
にとらわれない人材活用が実践されている。

⑵　本事例のポイント
　舞台ファームの外国人材活用は、「人手不足
対策」という短期的対応を超え、農業の構造転
換を見据えた経営戦略として展開されている。
　その成功要因は、①就業環境の整備による農
業へのフィット、②生活環境の整備・文化面の
取り組みによる生活・文化におけるフィット、
③ DX を労働の「基盤」として活用である。
　一方で、①外国人材の価値観変化と人材獲得
競争、②文化・宗教・慣習の違い・偏見への対応、
③制度・手続きの分かりにくさといった課題も
顕在化しており、今後は企業努力と行政支援の
適切な役割分担が一層重要となる。
　本事例は、東北地方に限らず、全国の農業法
人や自治体にとって、外国人材活用を個別施策
ではなく経営戦略の一部として捉える重要性を
示す、極めて示唆に富んだ先進事例である。

事例3　女性活躍（やまがた農業女子ネット
ワーク）
⑴　事業概要
　やまがた農業女子ネットワーク（愛称：あぐっ
と）は、山形県内の女性農業者が主体となって活
動する地域グループである。研修会や交流会、
情報発信、マルシェの開催、教育機関との連携
など、活動内容は多岐にわたる。現在、県内各
地から約60名が参加しており、「農業を学びた
い」と感じた女性たちが自発的に集っている。
　組織体制は、代表・副代表・会計の三役のもと、
総会、研修、販売、庶務、広報の5班制を採用して
いる。全員が何らかの役割を担うことで、特定の
メンバーに負担が集中することを防ぎ、「受け身
にならないネットワーク」が形成されている。

⑵　本事例のポイント
　やまがた農業女子ネットワークの取り組み
は、女性活躍を推進する上で重要な役割を果た
してきた。
　その要因は、①女性活躍における課題解決の
土台としての「居場所」「つながり」、②現場の
困りごとから出発する、実践的で等身大の学び
の設計、③女性同士のつながりの経営への活用
である。これらの取り組みは、女性活躍を理念

図表8　やまがた農業女子ネットワーク事業概要

図表7　舞台ファーム事業概要
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ではなく、実効性のある仕組みとして機能させ
ている点で高く評価できる。
　一方で、①農業の現場における「見えにくい負
担」、②農業経営が「先を描きにくい」ことによる、
将来不安の常態化、③支援制度や外部サービス
が、現場の実態と噛み合っていない現実といっ
た農業全体における課題も顕在化している。
　今後は、行政・支援機関が農業特有の課題に
踏み込み、女性グループ活動を支える使いやす
い制度設計や、点在する支援や情報をつなぐ相
談・マッチング機能を強化していくことが求め
られる。女性活躍を地域全体で支える仕組みへ
と発展させることが、農業経営の持続性と地域
の活力を高める鍵となる。

4.　�先進事例に共通する「構造的特徴」
と「構造的課題」

　各分野において先進事例を横断的に分析した
結果、扱うテーマは異なっていても、持続的な
成長を遂げているビジネスモデルには「他分野
融合」「多様な人材の活躍」の双方において、明
確な共通項（構造的特徴・課題）が存在すること
が明らかとなった。
4.1　他分野融合に関する構造的特徴
　他分野融合を成功させている事例では、農家
がすべての事業リスクや実務を抱え込むのでは
なく、各主体の強みを生かした以下3点の特徴
を備える戦略的な事業設計がなされている。

①�　事業上の主要な活動を最も適切にコント
ロールできる主体による明確な役割分担

　地域からの反発や規制・政策動向、市場動向
などのリスク・不確実性を伴う主要な活動につ
いて、その役割を適切な主体に切り分けている。

②�　農家が参画しやすく設計されたビジネスモ
デル

　農家がゼロから事業を構想・設計するのでは
なく、あらかじめ設計されたビジネスモデルに、
既存の営農の延長線上で無理なく参画できる形
がとられている。

③　農業と他分野をつなぐ「翻訳・接続機能」
　農業と他分野の間に存在する価値観、制度、
商習慣などの違いを調整する「翻訳・接続機能」
が、ビジネスモデル内に意図的に組み込まれて
いる。

4.2　多様な人材の活躍に関する構造的特徴
　人手不足の解消という一時的な対症療法では
なく、中長期的な経営を持続させるための「仕
組み」として人材を戦略的に活用する以下2点
の特徴がある。
①�　農業の持続性や経営安定性を高める「戦
略」としての多様な人材の位置付け

　多様な人材を、将来にわたり農業経営を安定・
持続させるための戦略の重要な要素として明確
に位置付けている。

②�　人材活躍の組織的な対応及び関係主体との
役割分担

　人材活躍のための取り組み（マッチング、環
境整備、教育など）を個人の努力に依存するの
ではなく、組織的な対応や関係主体との適切な
役割分担によって仕組み化している。
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5．�提言：他分野融合と多様な人材の活
躍を支える「東北版農業他分野融合
プラットフォーム」の構築に向けて

5.1　「東北版農業他分野融合プラットフォー
ム」の構築
　前述の通り、先進事例において事業の中核と
なる機能は、特定の能力ある事業者や行政、中
間支援組織等によって個別に担われてきた。し
かし、それはあくまで「できる主体が、できる
範囲で独自に引き受けてきた」結果にすぎず、
地域全体として意図的に設計・整備された仕組
みではない。今後、これらの成功事例を「点」で
終わらせず、東北圏全体で持続的かつ面的に展
開していくためには、個別事例を支えてきた機
能や役割を「見える化」し、誰もが利用可能なイ
ンフラとして共有する仕組みが不可欠である。
　これを踏まえ、本報告書では、他分野融合と
多様な人材の活躍の双方を横断的に支える「東
北版農業他分野融合プラットフォーム」の構築
を提言する。

　本プラットフォームにおいて整備すべき中核
機能は以下の3点である。

①�　認知拡大や理解醸成、制度・支援策の整理・
提示のための情報共有・窓口機能

　分散している支援制度や補助金、成功事例の
ノウハウを農家・事業者の視点で分かりやすく
整理・提示し、「どこに相談すればよいか分か
らない」という現場の課題を根本から解消する。

②�　農家と他分野の事業者や人材を結び付ける
マッチング機能

　一般の農家単独では見つけにくい「他分野の
有力な事業者」や「福祉事業所等の多様な人材」
との接点を、意図的かつ広域的に創出する。

③�　事業構想や人材育成・定着を支える伴走型
の支援・アドバイス機能

　事業構想の策定から、複雑な制度対応、契約関
係の整理、人材の受け入れ・育成・定着に至るま
で、専門的知見を持つ第三者的な伴走・アドバイ
ザー機能を整備し、農家や事業者が過度なリス
クを負うことなく挑戦できる環境を構築する。

図表9　東北版農業他分野融合プラットフォーム
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5.2　プラットフォームを実装・定着させるた
めの現実的ステップ
　初期段階から完成形を目指すのではなく、段
階的に機能を積み上げていくアプローチが現実
的かつ有効である。

ステップ1：モデル案件創出型フェーズ（立ち
上げ期）
　行政主導の事業のもとで、集中的な伴走支援
によりまずは「動く案件」を確実につくり上げ
る段階である。

ステップ2：参加型・拡張フェーズ（展開期）
　モデル案件の成功事例を「活用可能な型」と
して整理し、他の農家や地域が参照・再現でき
る形で横展開を図る段階である。

ステップ3：自走・定着フェーズ（成熟期）
　他分野の事業者や金融機関等からの出資や参
画を得ながら、民間主体が中心となって運営を
担い、持続的なエコシステムとして回る段階で
ある。

　本提言を起点として具体的な取り組みが積み
重ねられ、東北圏において農業と他分野の融合
を支える強固な基盤が形成・定着し、ひいては
東北圏農業の持続的な発展と地域経済の活性化
に資することを強く期待する。
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活 動 紹 介

TOHOKUわくわくスクールとは
　東北6県ならびに新潟県（以下、東北圏）に居
住する小学生・中学生・高校生を対象とし、当
該地域に所在し活躍している様々な分野の企業
や団体とをつなぐ出前授業である。
　学問の面白さや楽しさに触れつつ、地元の企
業や団体の活動内容に触れることで、地元の地
域社会・産業の理解を深めるとともに、将来の
選択肢の参考としてもらうことを目的に2017 
年度より実施している。

2026年度参加校募集
　今年度も、東北圏に所在する81企業・団体の
協力のもと、デモンストレーションや実演を交
えた出前授業、工場（現地）見学、オンライン（リ
モート）授業など、様々なプログラムを用意し
ている。

1．対象
　東北圏に居住する小学生・中学生・高校生

2．募集期間
　2026年4月～ 2026年9月
　各学校宛に募集パンフレット配布（4月初旬）

3．実施期間
　原則として2026年5月～ 2027年2月

2025年度実施報告
　2025年度は、71件の出前授業やオンライン

（リモート）授業を実施した。
※実施一覧は別途参照

1．参加児童・生徒の感想　※⃝テーマ
1.1　小学生

TOHOKUわくわくスクール2026年度開催
� ならびに2025年度実施報告

⃝川柳コラージュづくり
自分の夢はたくさんあったけれど、どんな夢
をかなえたいか、どんな職業につきたいか考
え直しました。トリマーや医師など、お友達
の将来の夢などが知れ、楽しみながら自分の
将来を見つめるきっかけにもなりました。
⃝�テクノロジーを使って「地域の困りごと」
を解決しよう

地域課題を解決するために、たくさんアイデ
アを出し合い、提案する機会があってよかっ
たです。アイデアを出してもらうことでより
よい提案になり、早く解決したいなと思いま
した。
⃝�「教訓は、いのちを救う」～過去の災害から
防災を学ぼう～

自分の命は自分で守る、必ず生きて帰るとい
う覚悟が大切ということが分かりました。災
害時に生き残ることの難しさを知りました。
⃝高速道路の役割と高速道路の管理
高速道路にはたくさんの人がかかわっていた
事がわかりました。落下物で事故にあわない
よう24時間365日働いていること、やりが
いを大切に仕事をしているということも分か
りました。
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1.2　中学生

1.3　高校生

ワークショップの様子（青森県 小学4～ 6年生）

現地見学の様子（岩手県 高校2年生）

仕事体験の様子（宮城県 中学2年生）

⃝建設業の魅力～建設っておもしろい～
建設会社での具体的な仕事内容を知ることが
できたと同時に、私達の生活は建設に携わる
方々の努力の上に成り立っていることや、建
設業は未来を作る魅力あふれる仕事であると
いうことを学びました。
⃝観光プランづくり
地域の名所や交通機関を調べてプランを作成
したことで、自然が豊かで海産物が新鮮で喜
ばれていると改めて感じました。路線バスが
多く通っていればもっと便利だと思いました。
⃝電気の仕組み～明かりを灯そう～
毎日使用するスイッチやコンセントの仕組み
を、実際に電気回路を組み立てながら学ぶこ
とが出来ました。3路スイッチの仕組みを知
ることができたときは、すごく驚きました。
⃝『働くことの意義』～銀行の仕事～
将来なりたい職業があり、若い頃からの勉強
が大切だと思っていましたが、それ以上にお

⃝�財政教育プログラム～これからの日本の財
政について～
国のお金の使い道を決めることの大変さを実
感しました。どの分野においてもお金が必要
で、何を優先するかを決めるのにとても悩み、
意見を出し合いながら考えることができて楽
しかったです。
⃝着物や浴衣にふれてみよう
着物は古くから着用されており、時代の変化
と社会構造を反映していて感動しました。実
際に着物をリメイクした服を着用し、着心地
が良く様々な工夫がされていました。
⃝世界かんがい施設遺産「照井堰用水」
照井堰の落差を利用した水力発電事業の展開
や、大区面圃場を活かしたスマート農業など、
たくさんの取り組みがされていて、すごいな
と思いました。実際にトンネルにも入り、と
ても勉強になりました。
⃝初めてのメディカルアロマ教室
メディカルアロマが医療品として使用できる
ことに驚きました。薄毛や肌荒れなど、諸症
状への効果を聞き、アロマテラピーとは違う
医療手段を知ることができて良かったです。

客さんを笑顔にしたい、喜ばせたいという想
いも重要だと、考えを改めることができまし
た。自分の将来の仕事に持つべき想いを知る
ことができ、とても良い機会でした。
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2.　先生方の感想

○�多様多種な業種・職種、そして多彩なキャ
リアをお持ちの方々に幅広く触れたいと
思っています。外部の皆さまのお力をお借
りしながら、生徒の成長を図っていきたい
と考えています。
○�3年目の依頼となり、毎回新たな工夫を取
り入れて頂き感謝しております。このよ
うな出前講座は学校にとってとても貴重
です。今後も継続しての企画をよろしく
お願いいたします。

○�働くことの意義、世の中のしくみ、様々な
業種について、知る・理解する機会になっ
ています。
○�多くの若いスタッフが出向き、生徒と触れ
合い、活躍している姿が印象深かったです。
自分たちが手がけている商品に誇りをもっ
て説明している姿は中学生にとってかっこ
よく写りました。
○�講師料・交通費無料というのは、本校のよ
うな小規模校にはとてもありがたいです。
○�地元の企業でも、学校側の都合で見学に行
くのが難しく、出前授業という選択肢があ
ることが、とてもありがたかったです。
○�これからもぜひ学校と企業とのかけ橋とし
て、子どもたちの学びをサポートし続けて
いただけるとありがたいです。大変お世話
になりました。ありがとうございました。
○�今年の出前授業一覧も、魅力的な会社がた
くさんありました。
○�学校予算が厳しく、また教材費等でも個人
徴収が難しい家庭がある中で、無料でこん
なに素晴らしい体験的な活動ができること
自体、大変ありがたい。
○�働く人の志のようなものが伝わる講座である
ことが、将来の自分や社会を考える材料にな
ると思います。たくさんの職種の方々にご協
力いただけることを祈っております。貴重な
機会を設けていただき、感謝申し上げます。

3. ご協力企業・団体の感想

○�エネルギー業界に関心をもち、将来、弊社
を志望する生徒が現れてほしい想いもある
ため、企業 PRとしても効果的な取り組み
だと感じています。

○�普段はなかなか接することがない小中学生
に、建設業の事についてお話する機会と
なっています。

○�一般的に知られている様々な乗り物が、当
社製品であることを認識してもらえました。
○�パンフレットを直接学校に配布し、申し込
みを促す取り組みはほかに無いと思います
ので、当社の認知向上にもつながっており
非常にありがたいです。
○�本事業を活用させていただくことで、若い
世代へ伝える貴重な機会をいただいており
感謝申し上げます。
○�企業としての方針（地域貢献、食育活動、
将来のファン形成）にも合致する活動です
ので、引き続きよろしくお願いいたします。
○�授業実施までの準備過程において、改めて
事業内容等について整理することができた
と感じております。この事業を通し、子ど
も達に少しでも「仕事」「職業」について興
味を持っていただけたと共に、講師を担当
した職員にとっても良い経験となり、職員
教育の一環としても大変良かったと感じて
おります。
○�ご依頼があった学校が、日頃より弊社の営
業が足を運んでいるお客様であり、出前授
業という形でご挨拶やお礼ができる貴重な
機会となりました。
○�東北各地の学校の「いま」の子どもたちの
様子がわかりました。そういった経験はな
かなか出来ないことだと思います。ありが
たい機会をいただけて感謝しております。
○�地域社会への貢献を念頭に対応させて頂き
ますので、引き続きよろしくお願いいたし
ます。
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TOHOKU わくわくスクール 2025 実施一覧

日程 学校名 対象 講師 テーマ

1 5月8日 岩手県
一関修紅高等学校 高校2年生 照井土地改良区 世界かんがい施設遺産「照井堰用水」

2 5月9日 宮城県
常盤木学園高等学校 高校1年生 ライフヒストリースタジオ

マッシュルーム 着物や浴衣にふれてみよう

3 5月16日 岩手県
一関市立萩荘中学校 中学1 ～ 3年生 SMBC コンシューマーファ

イナンス株式会社 金融経済教育～お金の授業～

4 5月26日 宮城県
仙台市立八木山中学校 中学2年生 株式会社武田の笹かまぼこ 働くこと・人との関わり

5 6月4日 新潟県
長岡市立東中学校 中学1 ～ 3年生 株式会社ユアテック 電気の仕組み～明かりを灯そう～

6 6月9日 福島県
郡山市立郡山第五中学校 中学2年生 株式会社東邦銀行 働くことの意義～銀行の仕事～

7 6月24日 青森県
青森市立佃小学校 小学5年生 株式会社武田の笹かまぼこ 働くこと・人との関わり

8 6月25日 宮城県
女川町立女川中学校 中学3年生 株式会社小田島組 建設業って面白い！

～建設業の仕事とは～

9 6月26日 新潟県
新潟市立新潟柳都中学校 中学1年生 株式会社ゆいネット 学ぼう！活かそう！起業家講演会

10 7月3日 宮城県
仙台市立沖野小学校 小学3年生 株式会社明治 じょうぶな体をつくろう

11 7月3日 新潟県
長岡市立秋葉中学校 中学1年生 岩塚製菓株式会社 おせんべい授業！！

12 7月7日 青森県
青森市立合浦小学校 小学4 ～ 6年生 株式会社アルテ 川柳コラージュづくり

13 7月8日 青森県
弘前市立新和中学校 中学2年生 青い森 FP 事務所 中学生のための「お金の授業」ミニ

講座

14 7月10日 宮城県
仙台市立泉ケ丘小学校 小学3年生 株式会社松島蒲鉾本舗多賀城

工場 かまぼこのおはなし

15 7月11日 青森県
弘前市立千年小学校 小学6年生 株式会社ビジネスサービス 情報モラルと SNS

16 7月16日 宮城県
蔵王町立宮中学校 中学1年生 株式会社たびむすび 地域資源の発見と、観光ルートづくり

17 7月18日 岩手県
岩手県立久慈翔北高等学校 高校3年生 財務省東北財務局 財政教育プログラム

～これからの日本の財政について～

18 7月18日 新潟県
見附市立南中学校 中学2年生 金融リテラシー向上コンソー

シアム 金融経済教育セミナー

19 8月26日 宮城県
仙台市立広瀬小学校 小学5 ～ 6年生 NTT ドコモ スマホ・ネット安全教室

20 8月28日 宮城県
岩沼市立岩沼小学校 小学1 ～ 6年生 株式会社明治 発見！チョコレートのひみつ

21 8月29日 岩手県
釜石市立白山小学校 小学5 ～ 6年生 ヤマニ醤油株式会社 世界一やさしい「勇気」の授業

～何があっても生きていける人間に～

22 9月2日 宮城県
仙台市立中山小学校 小学5 ～ 6年生 NTT ドコモ スマホ・ネット安全教室

23 9月4日 新潟県
新潟市立両川小学校 小学3年生 岩塚製菓株式会社 おせんべい授業！！

24 9月8日 福島県
郡山市立富田小学校 小学5年生 株式会社明治 発見！チョコレートのひみつ

25 9月9日 宮城県
角田市立横倉小学校 小学4年生 ENEOS 株式会社仙台製油所 わくわく環境教室

26 9月10日 福島県
新地町立福田小学校 小学5 ～ 6年生 SMBC コンシューマーファ

イナンス株式会社 金融経済教育～お金の授業～

27 9月11日 新潟県
新潟市立有明台小学校 小学6年生 一般財団法人3.11伝承ロー

ド推進機構
「教訓は、いのちを救う」
～過去の災害から防災を学ぼう～
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日程 学校名 対象 講師 テーマ

28 9月12日 宮城県
仙台市立東二番丁小学校 小学4年生 株式会社日立ソリューション

ズ東日本 IT の便利ポイント注意ポイント

29 9月19日 宮城県
気仙沼市立大谷中学校 中学1 ～ 3年生 野村ホールディングス株式会社 自分の将来とお金の話

30 9月24日 新潟県
長岡市立浦瀬小学校 小学3年生 岩塚製菓株式会社 おせんべい授業！！

31 9月25日 宮城県
仙台市立八幡小学校 小学5年生 宮城県金融広報委員会

「5年生が学ぶお金のコト」
～おこづかいの使い方と気を付けた
いネットでのお金のトラブル～

32 9月26日 宮城県
岩沼市立岩沼西中学校 中学3年生 株式会社日本能率協会マネジ

メントセンター 仙台オフィス 自分の生き方を考える

33 9月29日 宮城県
仙台市立袋原中学校 中学2年生 株式会社武田の笹かまぼこ 私からのエール

34 9月30日 福島県
福島県立いわき翠の杜高等学校 高校1年生 日本技術士会東北本部福島県

支部 技術士と仕事

35 10月1日 宮城県
仙台市立上杉山中学校 中学2年生 株式会社竹中工務店東北支

店・竹和会
建設業の魅力
～建設っておもしろい～

36 10月2日 宮城県
岩沼市立岩沼北中学校 中学2年生 株式会社鐘崎 地域食である「笹かまぼこ」の伝統・

文化の継承

37 10月3日 宮城県
登米市立佐沼中学校 中学1年生 一般財団法人3.11伝承ロー

ド推進機構
「教訓は、いのちを救う」
～過去の災害から防災を学ぼう～

38 10月3日 宮城県
仙台市立鶴谷中学校 中学2年生 第一貨物株式会社 物流の役割～生活を支える仕事～

39 10月6日 秋田県
秋田県立秋田北鷹高等学校 高校2 ～ 3年生 ヤマニ醤油株式会社 世界一やさしいイノベーションの授業

～勇気をもって試みる～

40 10月7日 宮城県
仙台市立桂小学校 小学3年生 株式会社鐘崎 地域食である「笹かまぼこ」の伝統・

文化の継承

41 10月15日 新潟県
十日町市立鐙島小学校 小学6年生 宮城県住宅供給公社 人々の暮らしと住まい

42 10月17日 青森県
つがる市立向陽小学校 小学5 ～ 6年生 株式会社小田島組 建設業って面白い！

～建設業の仕事とは～

43 10月20日 福島県
いわき秀英学園 中学2年生 株式会社たびむすび 観光プランづくり

44 10月21日 宮城県
宮城教育大学附属中学校 中学1年生 ヤマニ醤油株式会社 世界一やさしいイノベーションの授業

～勇気をもって試みる～

45 10月27日 宮城県
川崎町立富岡小学校 小学4 ～ 6年生 川崎重工業株式会社東北支社 大空を目指せ未来のエンジニア！

～マイヘリコプターをつくろう！～

46 10月28日 新潟県
南魚沼市立上田小学校 小学6年生 日本製鉄株式会社 私たちの生活を支える鉄とチタンの

世界

47 10月30日 山形県
酒田市立富士見小学校 小学4年生 山形サンケン株式会社 LED を使った「ペットボタル ®」を

光らせてみよう！

48 10月31日 秋田県
聖霊学園高等学校 高校3年生 ルベール 初めてのメディカルアロマ教室

49 11月4日 新潟県
佐渡市立赤泊小学校 小学3 ～ 6年生 野村ホールディングス株式会社 まなぼう教室「円の価値って何？」

50 11月6日 福島県
福島市立御山小学校 小学6年生 NTT ドコモ スマホ・ネット安全教室

51 11月6日 山形県
鶴岡市立斎小学校 小学6年生 富士通株式会社 テクノロジーを使って「地域の困り

ごと」を解決しよう

52 11月7日 山形県
山形市立第一小学校 小学6年生 一般財団法人東北電気保安協会 電気を作る？！

手回し発電機で発電してみよう！

53 11月12日 新潟県
新潟県立高田特別支援学校 小学6年生 北越コーポレーション株式会

社新潟工場 紙の知識 紙抄き体験

54 11月13日 岩手県
矢巾町立不動小学校 小学6年生 東日本高速道路株式会社東北

支社 高速道路の役割と高速道路の管理

55 11月14日 宮城県
仙台市立南小泉中学校 夜間学級 中学1 ～ 3年生 震災伝承ネットワーク協議会

（東北地方整備局） 震災伝承について
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日程 学校名 対象 講師 テーマ

56 11月17日 新潟県
新発田市立東豊小学校 小学5年生 NTT ドコモ スマホ・ネット安全教室

57 11月18日 岩手県
奥州市立衣川中学校 中学2年生 第一貨物株式会社 日本を動かすのは、君だ

～ YOU MOVE JAPAN ～

58 11月19日 宮城県
仙台市立寺岡小学校 小学5年生 株式会社七十七銀行 「お金を使うこと」について考えてみ

よう！

59 11月20日 福島県
会津若松ザベリオ学園小学校 小学1 ～ 6年生 株式会社明治 元気が出る朝ごはん／

オンラインチョコレート工場見学

60 11月21日 宮城県
石巻市立住吉小学校 小学3年生 株式会社松島蒲鉾本舗多賀城

工場 かまぼこのおはなし

61 11月21日 宮城県
仙台市立四郎丸小学校 小学3年生 株式会社明治 発見！チョコレートのひみつ

62 11月25日 宮城県
大崎市立三本木小学校 小学2年生 雪印メグミルク株式会社東北

支店 牛乳のはなし

63 11月28日 福島県
会津若松市立門田小学校 小学6年生 NTT ドコモ スマホ・ネット安全教室

64 12月9日 福島県
福島市立福島第一小学校 小学1 ～ 2年生 雪印メグミルク株式会社東北

支店 牛乳の大切さを知ろう

65 12月10日 宮城県
仙台市立連坊小路小学校 小学2年生 SMBC コンシューマーファ

イナンス株式会社 金融経済教育～お金の成り立ち～

66 12月11日 新潟県
開志学園高等学校 高校3年生 金融リテラシー向上コンソー

シアム 未来をまもる お金の授業

67 12月12日 福島県
伊達市立伊達東小学校 小学1 ～ 6年生 NTT ドコモ スマホ・ネット安全教室

68 12月16日 宮城県
多賀城市立多賀城小学校 小学6年生 株式会社七十七銀行 投資を学べば社会がわかる！

投資で社会を透視しよう！

69 12月17日 青森県
八戸市立吹上小学校 小学1年生 株式会社明治 発見！チョコレートのひみつ

70 1月23日 宮城県
古川学園高等学校 高校1 ～ 3年生 OGATAInc.

（有限会社オガタ） 仙台から世界へ　世界から仙台へ

71 1月28日 宮城県
岩出山高等学校 高校2年生 SMBC コンシューマーファ

イナンス株式会社 将来に備えるお金の話
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活 動 紹 介

1．地域共想プログラムの概要

　「地域共想プログラム」（以下、「本プログラ

ム」という）は、東北電力㈱が東北・新潟地域の

社会課題解決や持続可能な発展への貢献などを

目的に、産学官金の連携により、東北・新潟地

域の社会課題解決に取り組む成長意欲のある社

会起業家を支援・育成する制度で、本年度（2025

年度）創設された。

　本プログラムでは、支援先として採択された

団体が、約半年間にわたり専門家による講義や

ワークショップへの参加を通じて、事業のブ

ラッシュアップおよびソーシャルインパクトの

最大化に向けて取り組む。

　さらに、採択された団体の中から、最優秀賞

1団体（賞金200万円）、優秀賞1団体（賞金

100万円）を選定し、支援を行っている。

2．�支援先団体および受賞団体の選定
と東北活性化研究センターの役割

　支援先団体および受賞団体の選定過程は、次

のとおり。

　東北電力㈱では、2025年6月26日から8月

3日までの期間で本プログラムの公募を実施し

た。その結果、東北6県および新潟県の各地よ

り計52団体から応募があった。

　当センターは、東北6県および新潟県の地域

活性化に関わる公的な機関として、支援先団体

および受賞団体の選定に協力した。

　具体的には、1次審査（書類審査、8月4日～

8月22日）で支援先候補団体を選定した後、2

次審査（オンラインによるヒアリング審査）を

松嶋常務理事が出席して実施した。1次・2次

審査結果を踏まえて東北電力㈱が支援先として

8団体を採択した。

　なお、1次・2次審査は、当センターおよび一

般社団法人 IMPACT Foundation Japan が合

同で実施した。

　さらに、3月6日の最終成果発表会には、木村

専務理事が審査員5名の一人として出席し、8団

体の中から最優秀賞および優秀賞を選定した。

3．2025年受賞団体の紹介

　最終成果発表会において、「株式会社バンザ

イファクトリー（岩手県大船渡市）」の事業が最

優秀賞に選定され、「株式会社未来企画（宮城

県仙台市）」の事業が優秀賞に選定された。

　各受賞団体の事業概要は、表のとおり。

「地域共想プログラムー地域想いびとがつくる
� 東北・新潟の未来ー」に係る活動報告
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最終成果発表会　受賞結果

最優秀賞（賞金：200万円）
団体名（活動拠点） 株式会社バンザイファクトリー（岩手県大船渡市）

事業概要
椿による生産活動を三陸地域の障がい者施設や高齢者、生活に課題を持つ
人々と共に行い、それを原料に椿茶を製造・販売し、地域に循環と雇用を生み
出す。

優秀賞（賞金：100万円）
団体名（活動拠点） 株式会社未来企画（宮城県仙台市）

事業概要
介護や障害福祉、飲食など複数事業を掛け合わせ、人材確保と収益性を補完
し持続可能性を高める。福祉複合施設「アンダンチ」のように地域に福祉を開
き、地域づくりと雇用創出に貢献する。

地域想いびと賞※1（賞金：50万円）
団体名（活動拠点） 株式会社 Kokage（福島県双葉郡川内村）

事業概要 土地の固有植物を活用したクラフトジン製造を軸に、宿泊や飲食、再生可能エ
ネルギーと連動させ、滞在体験を通じて地域循環の仕組みを形づくっていく。

団体名（活動拠点） 一般社団法人はまのね（宮城県石巻市）

事業概要
牡鹿半島でのフィールドワーク研修を通じて一次産業の実態を伝え、課題を
自分ごとして捉える人材を増やす。気候変動やネイチャーポジティブに取り
組む担い手を地域から広げていく。

※1：会場・オンライン参加者の投票により2団体を選出。

（出所）東北電力㈱公表資料をもとに作成。
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活 動 紹 介

はじめに

　当センターは2026年3月19日（木）、「2025
年度 東北活性化研究センター事業報告会」を仙
台市で開催しました。当センターの2025年度
事業の概要等について、タイムリーに報告させ
ていただくことを目的に定期的に開催している
ものです。
　遠方等の理由によりご参加が難しい方々にも
当センターの事業の一端をご理解いただく好機
として、2020年度より YouTube によるライ
ブ配信も行っており、当日は来場者、ライブ配
信視聴者合わせて約100名のご参加をいただ
きました。

概要
第1部「東北圏における外国人材の受け入れと
多文化共生社会の実現に向けて」
事業報告①
　「外国人材とともに歩み続ける東北圏－特定
技能1号・2号人材・受入れ企業調査から－」と
題して調査研究部 主任研究員 伊藤 孝子より報
告しました。概要は以下のとおりです。
　特定技能1号外国人は、就業継続意向や生活
満足度、上位資格「2号」への移行意欲が8割を
超える一方で、地域定着意向は約4割にとどま
る「ねじれ」が生じている。主な要因は、支援が
企業に偏り、地域社会との接点が薄いことによ
る生活基盤への将来的な不安である。2号へ移
行し家族帯同が始まると、育児や教育など企業
だけでは支えきれない生活ニーズが急増する。
就業継続と生活定着の両立のためには、企業主
体の支援を地域全体で支える仕組みへと転換
し、住民の理解を得ながら、彼らの生活を支え
る体制整備が急務であると提言した。
　なお、調査の詳細につきましては、本誌特集

「東北圏における外国人材の受け入れと多文化
共生社会の実現に向けて」に掲載しております。

講演
　「外国人材の活用と地域共生について」と題し
て、東洋ワーク株式会社 取締役 国際事業部長
　里見　誠 氏よりご講演をいただきました。
講演内容につきましては、本誌特集「東北圏に
おける外国人材の受け入れと多文化共生社会の
実現に向けて」に掲載しております。

第2部「東北活性研　事業報告」
　第2部では、当センターが2025年度に行っ
た事業について報告を行いました。

事業報告②
　「他分野との融合による農業ビジネスの可能
性と課題～先進事例に学ぶ付加価値創出と持続
的展開に向けた示唆～」と題して調査研究部 主
任研究員 佐藤 司より報告しました。概要は以
下のとおりです。

2025年度事業報告会　開催報告

写真1　調査研究部 主任研究員　伊藤　孝子

写真2　講演　里見　誠 氏

09活動-事業報告1C_二[56-57].indd   5609活動-事業報告1C_二[56-57].indd   56 2026/04/10   13:52:162026/04/10   13:52:16



東北活性研　Vol. 63（2026 春季号） 57

　東北圏の農業は、生産性の停滞や人口減少・
高齢化による労働力不足という課題に直面して
いる。これまでの施策の中心であった「6次産
業化」は、加工や直売所に集中しており、新規参
入しても差別化が難しい状況がうかがえる。総
じて農業単独での付加価値創出には限界が見え
始めている。
　そのため、観光や輸出、環境分野など外部需
要を取り込む他分野融合や、多様な人材の活躍
に着目し、複数の先進事例を調査した。事例分
析の結果、役割分担の明確化や農家が参画しや
すい事業設計などの構造的特徴や両分野に共通
して立ちはだかる構造的課題を浮き彫りにし
た。今後は、情報共有・マッチング・伴走支援
の3機能を備えた「東北版農業分野プラット
フォーム」を構築し、段階的に地域へ定着させ
ることが不可欠であるとの提言を行った。

事業報告③
　「地域における子ども・若者議会の展開と持
続可能性について～宮城県柴田町・山形県遊佐
町・愛知県新城市の先進事例を通じて～」と題
して、調査研究部 専任部長 信太 克哉より報告
しました。概要は以下のとおりです。
　人口減少に直面する地方の解決策として、若
者が主体的にまちづくりに関わる「子ども・若者
議会」が注目されている。日本の若者の多くが「社
会を変えられない」という無力感を抱く中、本施
策は当事者意識を取り戻す起爆剤となり得る。
　先進事例として、学校教育と連携する宮城県
柴田町、中高生に予算執行権を与える山形県遊
佐町、条例で1,000万円の予算と権限を保障す
る愛知県新城市がある。成功の鍵は、一過性の
イベントに終わらせない「教育との接続」「政策
反映の制度化」「OB・OG による人材循環」で
ある。若者を信頼し権限を委ねることが、地域
の持続可能な未来を創る第一歩であるとし、こ
れら三つの要素を軸とした提言を行った。

事業報告④
　「地域課題解決に向けた実践的活動について」
と題して地域・産業振興部 課長代理の小向 洋
平より報告しました。概要は以下のとおりです。
　東北圏における地域活性化や産業振興への貢
献ならびに次世代を担う若者の定着・還流によ
る地域活力の維持・向上を目的に、地域・産業
振興部が取り組んでいる「人口の社会減と女性
の定着・女性活躍推進事業」「TOHOKU わく
わくスクール」「東北・新潟のキラ☆企業」「東
北・新潟のキラ☆パーソン」「地域活性化プロ
ジェクト支援」について、2025年度の取組概要
と成果を報告した。

おわりに
　当センターでは、事業報告会を重要な情報発
信の機会と位置付けており、今後も毎年定期的
に開催してまいります。
　また、各種イベント等も適宜開催しておりま
す。様々な活動を通じて有益な情報発信を継続
してまいる所存です。今後とも変わらぬご支援
のほどよろしくお願い申し上げます。

写真3　調査研究部 主任研究員　佐藤　司

写真4　調査研究部 専任部長　信太　克哉

写真5　地域・産業振興部 課長代理 小向　洋平
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「 キ ラ ☆ 企 業 」 紹 介

音を伝える製品の製造に�
� 携われる点が魅力
　就職活動をする中で、ものづくりができる仕
事に就きたいと考えていました。
　当社が防水音響機器メーカーであるというこ
とを知り、音楽が好きな自分にとって、音を伝
える製品の製造に携わることができる点に魅力
を感じ、入社を希望しました。

自分が携わった製品が�
� 社会の役に立つことがやりがい
　当社では、独自の防水技術を活かした水中・
防水音響機器を開発、製造、販売をしています。
　製造の仕事は難しい作業も多く、大変さを感
じることもありますが、先輩方の指導や周囲の
サポートを受けながら作業を進めることができ

ます。私自身も最初は分からないことばかりで
したが、これまで様々な知識や技術が身に付き、
ものづくりの楽しさや自分の成長を日々感じて
います。
　当社の製品は、災害時や防災で使用されてい
るものも多くあります。自分が携わった製品が
人々の命を守り、社会に役立っていることに喜
びとやりがいを感じます。

コミュニケーションを取りながら�
� 効率的に仕事を進める
　製造の仕事は、黙々と作業するイメージを持
つ方もいらっしゃると思いますが、実際はそれ
だけではなく、人とのコミュニケーションがと
ても大事です。
　周りの人と話し合い、助け合うことで効率的
に仕事を進めていくことができます。
　当社は様々な業務に携わることができ、挑戦
できる会社だと感じています。どんな仕事にも
積極的にチャレンジしていくことが大切だと思
います。

－メッセージ－

ものづくりの楽しさや自分の成長を実感

ウエタックス株式会社（新潟県上越市）

製造3課
相澤　忍さん
入社年　2019年　新潟県出身
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－企業情報－
業種

機械

事業分野

1．製造・販売・販売
　・水中音響機器
　・ダイビング機材
　・一般電気器具、製品
　・電子部品および関連製品
2．設計開発・製造・販売
　・省力機器・災害救助機器
3．精密加工全般
　�上記に付帯する一切の事業［取扱商品・サー

ビス］

会社の強み

　上越市が市内企業の優れた製品や商品を認証
する制度「メイド ･ イン上越」に、これまで3種
類の製品が認証され、技術開発力の高い企業と
して評価されています。
　水中スピーカーにおいて国内シェア№1の企
業であり、アーティスティックスイミングをは
じめ、映画撮影等あらゆる分野での使用実績が
あります。この防水音響技術により、次世代の
海洋 ･ 環境 ･ 化学技術の確立にも期待が寄せら
れています。
　さらに、防水マイクとスピーカーとの組み合
せにより、防災用システム分野への波及も期待
されています。このような水中音響技術専門会
社は国内でも少ないです。
　特に、世界7か国で特許を取得している水中
トランスデューサ―（水中スピーカー、防水・
水中マイク）は、将来的にも防水音響製品には
欠かすことのできないものであり、海洋技術開
発における水中音波・通信・安全確保の音響伝
達や化学分野の音波混合装置や屋外監視カメラ

専用等（防水スピーカーや防水マイク）、多岐に
わたり利用されています。
　防水技術の応用により他社が追従できない製
造技術は、音響 ･ 振動 ･ センサー等にも利用で
きることから、海外企業からも要望があります。

会社概要
会 社 名 ウエタックス株式会社
所 在 地 新潟県上越市
設 立 年 1986年
代 表 者 代表取締役社長　植木　正孝
資 本 金 2,400万円
従 業 員 数 30名
電 話 番 号 025-525-9666
Ｕ Ｒ Ｌ https://www.uetax.co.jp/

※�「キラ☆企業」Webサイトで今回ご紹介し
たウエタックス株式会社様のページをご覧い
ただけます。右記QRコードからアクセス
してください。

　�会社紹介の動画も掲載されてい
ますので、是非ご覧ください。

水中スピーカー 防水マイク

本社全景
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「 キ ラ ☆ 企 業 」 紹 介

アメリカでの経験から�
� 日本食に興味を持つ

　私は短大を卒業後、学んだことを元にアメリ
カへ1年半の研修に行っていました。そこでア
メリカのスーパーで売られている日本食にはい
ろいろな意味で助けられ、日本の食品関連の仕
事に興味を持つようになりました。
　生まれも育ちも気仙沼市ですが、ハローワー
クから紹介を受けるまで地元にこのような企業
や業種などがあることを知りませんでした。し
かしこの企業に入社できたら、地元の新しい水
産加工品や近い将来有名になるかもしれない商
品の一部に携われるのではないかと興味も持
ち、志望しました。

新商品の納入や開発に�
� 携われることがやりがいに

　入社後は営業として、ルート営業を行ってい
ます。入社して半年ほどは分からないことばか
りで理解するのも一苦労でした。商品名やメー
カー名など覚えることは多く、同じ調味料・添
加物でもお客様に応じて使用方法が違うため、
提案に時間が掛かったことも多々ありました。
　しかし、そんな中でも多くの相談や依頼を受
けお客様と共に解決し、新商品の納入やお客様
の新商品の開発に携われた際には、とてもやり
がいを感じます。

美味しいものをより美味しく感じます

　私のように知識がない状態から始めた場合、
覚えることが限りなくあり大変な道のりとなり
ます。しかし、食に興味があれば頑張れる仕事
だと感じます。上司や先輩、メーカーからのア
ドバイスやお客様の協力もいただけるので、提
案や解決策を一人で抱え込むことはありません。
　また、この仕事に就いてからは美味しいもの
を違った視点から見ることもでき、より美味し
く感じます。こんな私でもやっていくことがで
きる仕事なので、興味があれば当社を調べてみ
てください。一緒にスキルアップなど色々なこ
とに挑戦しましょう。

－メッセージ－

スキルアップなど様々なことに挑戦しましょう！

株式会社遠藤商会（宮城県石巻市）

気仙沼営業所
佐藤　孝太郎さん
入社年　2022年　宮城県出身

11キラ星2_遠藤商会1C_三[60-61].indd   6011キラ星2_遠藤商会1C_三[60-61].indd   60 2026/04/16   17:54:252026/04/16   17:54:25



東北活性研　Vol. 63（2026 春季号） 61

－企業情報－

業種

卸売・小売

事業分野

［取扱商品・サービス］
■�食品加工に必要な調味料、品質改良剤等の食

品添加物および食品添加物製剤の製造
■醤油・砂糖・でん粉、香辛料等の業務用食品
■工業薬品
■理化学機器
■食品製造工場関連施設の設計施工
■農水畜産物原料
■各種食品機械の販売
■商品開発・食品製造に関する技術支援サービス
■サニテーション関連用品の販売とアドバイス
■食品加工用のオーダーメイド品の受託製造
　（魚や肉類の味付け用のたれ、ソース類等）

会社の強み

　地域の食品産業の物流を担う業務用食材の専
門商社として、宮城県石巻市の本社を中心に石
巻・気仙沼・盛岡・福岡・久留米に営業拠点を持
ち、お客様の食品づくりに必要なあらゆる商品・
設備を取り扱っています。
　当社の強みは「提案型営業」「技術支援」と「製
造」が一体となってお客様をサポートすること、
それを社員自らが考えて、実践できる雰囲気が
あることです。
　また、顧客の課題解決の提案ができるスキル
とバイタリティを持った、頼もしい営業社員が
多く在籍しているのも自慢です。

　2019年4月には、食品添加物・調味料の製造・
開発から、お客様の商品開発と技術支援体制を
強化するため、隣接した調味料類の製造工場に
お客様の開発支援拠点「テクニカルサービスセ
ンター」を開設しています。

会社概要
会 社 名 株式会社遠藤商会
所 在 地 宮城県石巻市
設 立 年 1960年
代 表 者 代表取締役社長　遠藤　利夫
資 本 金 5,000万円
従 業 員 数 52名
電 話 番 号 0225-96-6733
Ｕ Ｒ Ｌ https://www.endoh-s.co.jp/

※�「キラ☆企業」Webサイトで今回ご紹介し
た株式会社遠藤商会様のページをご覧いただ
けます。右記QRコードからアクセスして
ください。

　�遠藤社長のインタビュー記事も掲
載されていますので、是非ご覧く
ださい。

本社 全景
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「 キ ラ ☆ 企 業 」 紹 介

誰かの役に立つものづくりをしたい

　昔からものづくりが好きで、中学生の頃には
ホームセンターで材料を買って棚を作るなどし
ていました。自分の手で形にしたものが誰かの
役に立つ仕事がしたいと思い、入社しました。
　会社のホームページを見た際に、「ここなら自
分の好きなものづくりを通じて社会に貢献でき
る」と感じたことが入社の決め手となりました。
　実際に働き始めてみると、先輩方が丁寧に教
えてくれて、日々成長を実感しています。製品
が完成してお客様に喜んでもらえたときの達成

感は格別です。これからも技術を磨き、より良
いものづくりに挑戦していきたいです。

お客様の立場になって�
� 考えることが大切

　普段はお客様と直接関わる機会は少ないです
が、物件が無事に完成したときや、お客様から

「ありがとう」や「良い製品だった」といった声
をいただくと、本当に嬉しく、頑張ってよかっ
たと感じます。
　仕事においては自分の考えを持つことも大切
ですが、何よりもお客様の立場になって考える
ことが重要だと思っています。
　自分たちの作った製品が誰かの役に立ってい
ると実感できた瞬間に、この仕事のやりがいを
強く感じます。これからもお客様に喜んでもら
えるものづくりを目指して、技術も気持ちも成
長していきたいです。

資格取得のサポート体制が整い、�
� 成長できる環境

　入社から日々感じているのは、職場の温かい
雰囲気です。入社当初は分からないことばかり
で不安もありましたが、先輩方が丁寧に教えて
くださり、安心して仕事に取り組むことができ
ました。

－メッセージ－

ものづくりを通して、社会に貢献したい

株式会社メタルプロダクツ（山形県最上郡真室川町）

製造課
山科　力也さん
入社年　2024年　山形県出身
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　資格取得のサポート体制も整っていて、溶接
の練習もマンツーマンで指導してもらえるので、
しっかりスキルを身につけることができます。
　ものづくりが好きな人、成長したい人には
ぴったりの環境です。一緒に技術を磨きながら、
誇りを持って仕事に取り組んでいきましょう！

－企業情報－

業種

金属・鉄鋼・非鉄

事業分野

・軽量鉄骨加工一式
・胴縁、母屋、パラペット、シャッター下地
・�ライト H、チャンネル、各種ネコ、プレート
・ソーラーパネル用架台、鉄塔用部材
・�ブレース（アングル、コラム、フラットバー

各種）
・金物、組材加工
・塗装、ショットブラスト加工
・CAD 加工図作成
・�鉄骨部材における鉄鋼業の総合的なパーツを

製作

会社の強み

　国土交通大臣認定工場から出荷される製品
は、実務、図面、溶接、塗装の有資格者が担当し、
国⺠の安全、⽣命を守る部材として提供されて
います。著名物件にも数多く携わり、直近では、
新国⽴競技場の部材を納めるなど、地図に残る
製品を製作する仕事として、充実度、達成感が

味わえます。
　また、海外の２カ国（インドネシア共和国と
モルドバ共和国）に拠点を設けています。海外
拠点は常に本社とインターネットで接続してい
て、同じ事務所で一緒に働いているかのような
一体感があります。会議では基本的に日本語で
コミュニケーションをとっていますが、興味が
あれば他の言語の習得なども可能です。
　さらに、2018年には経済産業省の「地域未
来牽引企業」に選定され、地元の方を積極的に
雇用し、真室川町より愛される企業として称賛
していただいています。そして、福利厚⽣の充
実を進め、県内外から⼈材を求め、真室川町に
移住し仕事ができる環境を整えています。

会社概要
会 社 名 株式会社メタルプロダクツ
所 在 地 山形県最上郡真室川町
設 立 年 1997年
代 表 者 代表取締役社長　渡邊　進
資 本 金 1,000万円
従 業 員 数 51名
電 話 番 号 0233-25-8888
Ｕ Ｒ Ｌ https://www.metapro.co.jp/

※�「キラ☆企業」Ｗｅｂサイトで今回ご紹介し
た株式会社メタルプロダクツ様のページをご
覧いただけます。右記 QR コー
ドからアクセスしてください。
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会 員 企 業 だ よ り

ご挨拶

　日頃より弊社事業にご理解・ご支援を賜り誠
にありがとうございます。また、この度「東北
活性研」への寄稿の機会を賜り大変光栄に思っ
ております。私は㈱サンテックで東北地区の送
電線工事を統括する松本と申します。この貴重
な機会に弊社の沿革や最近のトピックスを紹介
させていただき、これが皆さまとの良好な関係
構築に役立てば大変幸甚に存じます。

沿革

　弊社は1937年、広島市で初代社長の八幡貞一
が土建業を行う「満長組」を創設したことを起源
に、その後1948年に「山陽電気工事㈱」として
法人化を図り産声をあげました。そして1956
年の本社東京移転、1973年の東証二部（現スタ
ンダード市場）上場、1975年の海外進出、1992
年の「㈱サンテック」への社名変更等を成長の節
目とし、現在、6代社長八幡信孝のもと、従業員
1,475名（連結、2025年3月末現在）、事業拠点
国内23個所、海外9個所を擁する企業に成長し
ております。事業の幅も、架空送電線工事から、
電力設備においては地中送電線、変電、配電線、
再エネ設備の工事、電力外設備ではビル等の内
線工事、空調・管工事、さらにはプラント設備の
設計・施工にまで拡大しております。また、自
社工場を保有して電力用接地金具等の製作も手

がけており、この接地金具は着脱に関するフェ
イルプルーフ機能を有し、誘導感電防止になる
として東北電力ネットワーク㈱様他全国の送電
業界の皆様にご愛顧いただいております。

至近の会社業績

　至近の業績に焦点を当てますと2022年度、
2023年度はコロナ禍の影響もあり国内外とも
厳しい状況でしたが、2024年度は国内電力部
門基幹系送電線工事の本格稼働、国際部門、内
線部門の粘り強い営業努力の結実等により何と
か黒字回復を果たしました。2025年度におい
ては国内電力部門の大型工事の順調な進捗、国
際部門のデータセンター工事の増大等により、
10月27日に業績予想の修正（増益）を公表でき、
これより翌日の10月28日に日本株値上がり率
ランキング第一位（28.65％）を記録させていた
だきました。本件を通じて経済界の皆様方の僅
かな市場情報も見逃さないアンテナの高さに大
変感服するとともに、一過性とは重々承知しつ
つも記録への刻銘を嬉しく感じており、この経
験を糧として今後も頑張ってまいります。

東北地区の送電線工事

　さて、ここからは私が分掌する東北地区送電
線工事の紹介になります。工事遂行にあたって
は、発注者である東北電力ネットワーク㈱様を

株式会社サンテック東北支社
執行役員　東北地区担当支配人　松本　薫

お客さまのご要望にお応えするため、
� 日々技術を磨きます
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はじめ、多くの会員企業の皆様にお力添えをい
ただいており、まずはこの場を借りて心より御
礼申し上げます。現在、弊社は、東北－東京連
係プロジェクトの500kV 宮城丸森幹線新設の
第2工区（鉄塔35基、架線16.1km）、および、
東北北部エリアの次世代エネルギー安定供給を
目的とする500kV 出羽幹線新設の第3工区（鉄
塔20基、架線7.9km）の2つを主に工事展開し
ております。宮城丸森幹線は深山部のためにヘ
リ物輸採用比率が他よりも高い工区を担当して
おり、天候に左右されがちなヘリの運航計画を
含めて綿密な工程調整会議を行いつつ1日150
名近くの作業員が稼働しております。毎日10
班を優に超える作業体制であり、東北以外の弊
社職員の応援も得ながら安全管理・品質管理に
細心の注意を払い、一つ一つの作業を着実に進
捗させております。仙台から山形方面に高速山

形道を通行しますと、笹谷トンネルの少し手前
で上空横断の送電線工事を目にしますが、これ
も当該工事の弊社分掌個所です。
　次に出羽幹線ですが、至近に工区内で最も傾
斜がきつい個所の基礎工事を完了いたしました。
写真を示しますが、斜面の上端尾根に2脚、上部
クレーンステージの若干下部に2脚、計4脚の鉄
塔基礎部が視認できます。このような脚配置に
対して施工を行うために「マルチアングル工法」
という最新の仮設ステージ建設技術を用い、大

型のジブクレーンを2台据え付けたのが本写真
の状況です。上部のクレーンは通常の鉄塔基礎
工事用、下部のクレーンは鉄塔脚よりさらに下
部にある資材置場より上部クレーン稼働範囲に
資器材を運ぶ中継用となります。基礎工事終了
後はこのジブクレーンを撤去し、クライミング
クレーンという鉄塔組立用クレーンに据付け替
えを行います。非常に手間はかかるのですが、
悪条件下でもお客さまのご要請に応えるべく技
術を駆使して送電設備を建設しています。

おわりに

　簡単ではありますが、弊社の沿革やトピック
ス等を紹介させていただきました。AI 技術の
進展に伴い、データセンターへの大容量かつ高
品質な電力安定供給が不可欠な現状において、
送電工事業界への要求事項もますます高度化し
ています。弊社としては、こうした要請に応え
るべく現場技術力を進化させ、対応できる力を
蓄えてまいりたいと考えております。皆様から
のご要請やご助言をいただきながら、現状に甘
んずることなく、しっかりと自己研鑽を続けて
いく所存ですので、今後とも末永いご支援を賜
りますようお願いします。最後に、東北活性化
研究センター様のますますのご発展を心より祈
念し、結びとさせていただきます。

宮城丸森ヘリ物輸

出羽マルチアングル工法ステージ敷設
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活 動 紹 介事 務 局 よ り

　2026年3月3日（火）、理事12名（定員13名）、
監事1名が出席し、2025年度第5回理事会を
仙台市内で開催しました。

　当日は、「2026年度事業計画」および「2026
年度収支予算」などが審議され、すべての議題
が承認されました。また、「2025年度事業経
過報告」などを行い、すべての報告事項が了承
されました。

2026年度事業計画について

　今回の理事会で承認された「2026年度事業
計画書」および「2026年度収支予算書」は、当
センターのホームページでご覧いただけます。
　なお、事業計画の概要は、以下のとおりです。

＜事業計画の作成にあたって＞
　東北圏における社会経済活動は、物価上昇や
為替変動の影響、国際情勢の不確実性、地域を
取り巻く環境の変化などの複合的な要因が相
まって、先行きの不透明な状況が続いている。
そのような状況下において、人口減少・少子高
齢化・若者の圏外流出といった東北圏の構造的
課題に対し、官民の各主体が連携し、持続的か
つ長期的な視点で取り組んでいくことが求めら
れている。
　2025年度の調査研究事業では、「東北圏に
おける外国人材の受入れと多文化共生」、「他分
野との融合による農業ビジネスの可能性と課

題」、「地域における子ども・若者議会の展開と
持続可能性」をテーマとした調査を行った。
　実践的な活動であるプロジェクト支援事業で
は、東北圏の魅力溢れる企業や人物を SNS な
ども活用して発信する「東北・新潟のキラ☆（ぼ
し）企業」「キラ☆パーソン」、課題を抱える自
治体・非営利団体を対象に当センターの知見を
活かして支援する「地域活性化プロジェクト支
援」を展開した。また、人財育成事業では、「女
性の定着・活躍推進」として、東北圏が若い世代
から選ばれ、女性が活躍する地域になるための
方策を考えるフォーラムを開催した。加えて、
東北圏の次代を担う小中高生に地元企業などへ
の関心を高めてもらう出前授業「TOHOKU わ
くわくスクール」を継続して実施した。
　2026年度においても、｢知をつなぎ、地を活
かす｣という当センターの活動理念の下、組織
の特長である課題探求力やネットワークを活か
し、さらなる価値創出を図っていく。その上で、
2030年頃を想定した長期的な目標「暮らしを

2025年度 第5回理事会　開催
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＜主な事業＞
Ⅰ．公益目的事業
　1．調査研究事業
　　⑴�　東北圏における外国人材の受入・共生

に関する調査
　　⑵�　東北圏におけるローカル・ゼブラ企業

の現状と課題に関する調査
　　⑶�　東北データブックオンラインのデータ

更新

　2．プロジェクト支援事業
　　⑴�　東北・新潟の「キラ☆企業」情報発信

事業
　　⑵　東北・新潟の「キラ☆パーソン」
　　⑶　地域活性化プロジェクト支援

　3．人財育成事業
　　⑴�　TOHOKU わくわくスクール
　　⑵�　人口の社会減と女性の定着・女性活躍

推進事業

　4．情報発信、情報や資料の収集および提供
　　⑴　機関誌「東北活性研」等の発行
　　⑵　ホームページ等による情報提供

Ⅱ．収益事業等
　1．収益事業
　　⑴　景気ウォッチャー調査（東北地域）
　　⑵　地域共想プログラム

支える経済基盤の上に、多様な人材が活躍する
個性豊かな東北圏の実現」は維持しつつ、生活
基盤を支える視点として「社会課題解決」、地域
経済を支える視点として「産業活性化」の2軸
を重点分野として設定した。これにより、事業
の目的や成果を明確にし、自治体・企業・住民
などの関係者との共有と連携を促進するととも
に、限られた資源を戦略的に配分した効果的な
事業展開につなげていく。

　2026年度の個別事業のテーマについては、
上記2分野におけるバランスと、先駆性・時代
性・独自性などを考慮して選定している。また、
個別事業は調査研究から実践までのプロセスを
意識するとともに、DE ＆ I（ダイバーシティ、
エクイティ＆インクルージョン）の視点や、中
長期の展望なども踏まえて取り組むこととして
いる。

今後の主な予定

2026年  5月15日（金） 2026年度 第1回理事会 仙台市

2026年  6月  2日（火）
2026年度 定時評議員会
2026年度 第2回理事会（書面開催）

仙台市

2026年  8月25日（火） 2026年度 第3回理事会 仙台市

2026年10月27日（火） 2026年度 参与会 仙台市

2026年12月  1日（火） 2026年度 第4回理事会 仙台市

2027年  3月  2日（火） 2026年度 第5回理事会 仙台市
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TOHOKU わくわくスクール 
ご協力いただける企業や団体を募集中！

　TOHOKUわくわくスクール（P48頁参照）にご賛同・ご協力いただける企業や団体を随時
募集しています。当事業は次世代層の向学・就業意欲を喚起し、企業や団体の活動内容を知っ
ていただく機会となっております。東北圏（東北6県ならびに新潟県）を事業エリアとされてい
らっしゃいましたら、どちらの企業や団体でもご参加いただけます。
　ご興味をお持ちいただけましたら、是非お問い合わせください。

【問い合わせ先】
　　地域・産業振興部（橋本）　電話：022-222-3357　e-mail：chisan@kasseiken.jp
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〒980-0021 仙台市青葉区中央 2丁目9 番10号（セントレ東北 9 階）
Tel.022-225-1426（代） Fax.022-225-0082
ホームページ https://www.kasseiken.jp
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